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臨界事故の事象選定の考え方について 

１．事象選定にあたっての想定条件 

臨界事故については、重大事故等及びその起因となり得る機能喪失の選定

にあたって想定した以下の(1)に示す条件（本資料において共通条件とい

う。）では、事象の発生が想定されないことから、(2)に示すより厳しい条

件を想定し、発生の可能性がある事象を抽出する。 

 

(1)重大事故の起因となり得る機能喪失の選定（事象間で共通する条件） 

設計上定める条件より厳しい条件による機能喪失の想定を以下のとお

り想定し、当該設備の機能喪失が発生し得るか、その他の設備の機能喪失

が同時に発生し得るかをそれぞれ評価し、設計上定める条件より厳しい条

件毎に機能喪失状態を特定する。 

ａ）動的機器が全て同時に機能喪失（火山の影響による機能喪失、長時間

の全交流動力電源の喪失） 

ｂ）動的機器が全て同時に機能喪失＋基準地震動を 1.2 倍にした地震動を

考慮する設計としない静的機器の損傷（地震による機能喪失） 

ｃ）単一の機能を担う動的機器のみの機能喪失（多重故障） 

ｄ）単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管からの漏えい） 

 

(2)臨界事象に係る重大事故の起因となり得る機能喪失の選定 

臨界管理を行う系統及び機器は、その単一故障又は誤作動若しくは運

転員の単一誤操作を想定しても、核燃料物質が臨界にならない設計とする

とともに、臨界管理されていない系統及び機器へ核燃料物質が流入しない

ように設計している。 

このような設計の特徴により臨界事故に至る事象に関しては、上記の
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想定では、臨界事故の発生が想定されないことから、より厳しい条件とし

て以下に示す条件を想定し、臨界事故の発生の可能性を評価する。 

ａ）動的機器が全て同時に機能喪失（火山の影響による機能喪失、長時間

の全交流動力電源の喪失） 

本想定では、電力供給の喪失により臨界に係るパラメータ（流量、

密度等）の監視・制御を行う計測制御設備の機能が喪失するが、電力

供給の喪失により施設の運転に必要なユーティリティ（電力、蒸気、

圧縮空気等）が同時に喪失するため、使用済燃料の再処理、溶液の移

送等が停止する。 

また、核燃料物質の搬送機器は、電力供給を喪失しても吊り荷を保

持する機構を有しており、形状寸法管理を行う機器等に対する静的機

能は影響を電力供給の喪失により影響を受けることはない。これらの

設備については、適切な材料の選定、腐食代の設定など余裕を確保す

る設計とするとともに、適切な保守管理により機能維持を確認してい

ることから、全交流電源供給機能の喪失等との同時発生を想定する必

要はない。以上より本想定に対し、臨界事故事象の抽出において追加

すべき条件はない。 

ｂ）動的機器が全て同時に機能喪失＋基準地震動を 1.2 倍にした地震動を

考慮する設計としない静的機器の損傷（地震による機能喪失） 

本想定では、事業所外からの電力供給および所内電源からの給電機

能の喪失による動的機器の機能喪失を想定する。使用済燃料の再処理、

溶液の移送等の処理運転に使用する電源は、一般系の電源であり、安

全上重要な施設である非常用所内電源系統に比べて耐震性が低く非常

用所内電源系統が機能喪失するような場合においては、一般系の電力

供給は喪失し処理運転は停止すると考えられるが、設備の損傷の仕方
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によっては、一部の設備で電力等の供給が継続される可能性があるこ

とから、強い地震を検知した場合に講じる緊急停止系による再処理の

停止および外部電源の遮断による再処理の停止の何れかの措置により

使用済燃料の再処理、溶液の移送等を停止する。 

これらの停止措置において実施する操作は、移送機器を停止する操

作のみであり、複雑な操作を要しないこと、検知手段に頼ることなく

操作の起点となる強い地震の発生を運転員が把握できることから、本

操作における誤操作、不作為は想定しない。 

また、損傷した場合に未臨界の維持を保証できなくなる静的機能を

有する機器は、基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計とし

て十分な耐震性を確保する。これを超える地震の想定においては、建

物等の健全性が確保できず、重大事故対策の実施が困難となると想定

されることから、重大事故の選定における想定では、静的機能を有す

る機器の損傷を想定しない。 

以上より本想定に対し、臨界事故事象の抽出において追加すべき条

件はない。 

ｃ）動的機器の機能喪失または誤操作 

上記(1)ｃ）の単一の機能を担う動的機器のみの機能喪失（多重故

障）に加えて、臨界事故の起因となる異常の発生の防止機能および当

該異常の進展防止機能（両者をあわせて「臨界防止機能」と言う。）

のうち主要な機能（以下、「主要な臨界防止機能」と言う。）につい

て、複数の動的機器の機能喪失（多重故障）および運転員が行う操作

の誤操作（異常検知に係る認知・判断ミスを含む）による機能喪失を

想定する。その結果、臨界に至らないと判断できない事象について、

プロセス変動よる生産運転の停止機能、その他の運転管理上の措置に
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よる異常検知、事象進展の防止可否を検討する。 

なお、関連性のない複数の起因事象の同時発生は想定しない。 

また、臨界防止機能が喪失した場合の事象進展において想定される

設備の状態での処理運転の継続が不能等の理由により更なる事象進展

の可能性がない場合は、それ以上の事象進展は想定しない。 

想定する機能喪失に係る詳細を表－１に示す。 

ｄ）静的機器の損傷及び漏えい検知機能の喪失 

上記(1)ｄ）の単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管からの漏え

い）に加え、漏えい検知手段である漏えい検知機能（液位計）の機能

喪失を想定する。 

ただし、複数の配管からの同時の漏えい発生は、関連性が認められ

ないことから想定しない。 

想定する機能喪失に係る詳細を表－１に示す。 

 

以上の想定に基づく事象進展後の設備の状態に対して中性子の実効増

倍率が原則として 0.95 を超えるか、核燃料物質の濃度、質量等の値が最

大許容限度を超える場合に臨界事故が発生するものとし、重大事故として

の対処を講じる。 

 

２．臨界事故の抽出結果 

(1)外部想定①（１．(2)ａ）の想定に基づく結果） 

本想定では、事業所外からの電力供給および所内電源からの給電機能

の喪失による動的機器の機能喪失の想定により臨界の発生を防止する機

能を有する計測制御設備の機能が喪失するが、同時に施設の運転に必要

なユーティリティ（電力、蒸気、圧縮空気等）の喪失により使用済燃料
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の再処理、溶液の移送等が停止することで、核燃料物質が安全な状態で

保持されることから、本機能喪失想定においては臨界事故の発生は想定

されない。 

 

(2)外部想定②（１．(2)ｂ）の想定に基づく結果） 

本想定では、設計基準を超える規模の自身により動的機器が全て同時

に機能喪失するとともに、基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する

設計としない静的機器の損傷を想定するが、地震による設備の損傷によ

って、もしくは、強い地震の発生を運転員が把握した場合に講じる緊急

停止系による再処理の停止および外部電源の遮断による再処理の停止の

何れかの措置により使用済燃料の再処理、溶液の移送等を停止すること

で、プロセスの異常な進展を防止するともに、臨界発生防止上重要な静

的機能を有する機器は基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計

とすることで機能維持が図られることから、本機能喪失想定においては

臨界事故の発生は想定されない。 

 

(3)内部想定①（動的機器の機能喪失または誤操作） 

主要な臨界防止機能が喪失した場合の事象進展の想定において、臨界

に至る可能性のある事象に対し、プロセス変動よる生産運転の停止機能、

その他の運転管理上の措置による異常検知、事象進展の防止について検討

した結果、臨界に至る状態に到達するまでの時間余裕が短く、その間の運

転員の監視等による異常の検知および異常の進展防止措置が期待できない

以下の機器については、臨界事故の発生が想定されるものとして重大事故

に対する対処を講じる。 
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臨界事故の発生を想定する機器 

施設名 機器名 

溶解施設 溶解槽（２機器） 

 エンドピース酸洗浄槽（２機器） 

 ハル洗浄槽（２機器） 

精製施設 第５一時貯留処理槽 

 第７一時貯留処理槽 

 

上記以外の機器については、主要な臨界防止機能が喪失した場合の事

象進展において想定される設備の状態では、核燃料物質を充てんする容器

の設置が不可能等の理由により処理運転の継続が困難であるか、臨界防止

機能喪失から臨界に至る可能性のある状態に到達するまでの時間余裕が長

く、その間に複数の運転員等により行われる多数回の設備の状態の確認に

より異常を検知し、異常の進展を防止できることから、臨界事故は発生し

ない。 

臨界防止機能を喪失しても未臨界を維持できるケースを除き、本想定

条件に基づく想定結果を添付資料に示す。 

 

(4)内部想定②（静的機器の損傷及び漏えい検知機能の喪失） 

核燃料物質が未臨界濃度を超える溶液を連続的に移送する配管から溶

液の漏えい及び漏えい検知機能（液位計）の機能喪失を想定した場合でも

設備の異常な変動等により処理運転が停止されること又は漏えい液受皿の

集液部を監視できるようにカメラを設置し集液部の溶液の有無を確認し工

程を停止できることから、核燃料物質の漏えいの長時間の継続による臨界

事故は発生しない。 

本想定条件に基づく想定結果を添付資料に示す。 

 以 上  
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臨界防止機能に係る機能喪失の想定の考え方 

設計上定める条件より厳しい条件（共通条件） 臨界事故における想定（左記に対する追加分） 

ｃ）単一の機能を担う動的機器のみの機能喪失

（多重故障） 

臨界事故の起因となる異常の発生の防止機能および当該異常の進展防止機能について、

複数の動的機器の機能喪失（多重故障）および運転員が行う操作の誤操作（異常検知に

係る認知・判断ミスを含む）を想定する。 

ただし、関連性のない複数の起因事象の同時発生および形状寸法管理を維持する機能の

喪失は想定しない。 

また、以下に示す場合については、臨界防止機能の機能喪失を想定しない。 

(ｲ)臨界に至ることを防止する機能が喪失した場合に想定される設備の状態において処

理運転が停止しまたは停止させ、それ以降の処理運転の継続が困難な場合（作業環境

的に不可能な場合を含む） 

(ﾛ)直接目視または間接目視により設備の状態の確認を複数の要員が多数回実施する場

合 

(ﾊ)多様性を有する手段などにより複数の要員が多数回の設備・プロセスの状態を確認す

ることで異常を検知できる場合 

(ﾆ)臨界となる条件に達するまでに非常に多数の機能喪失、誤操作等を必要とする場合 

(ﾎ)独立した信頼性の高い運転管理および関連する操作において複数の要員が多数回の

設備の状態の確認を行うことで異常を検知できる場合 

ｄ）単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管か

らの漏えい） 

検知手段となる動的機器（計器）の喪失（多重故障）を想定する。 

なお、複数の配管からの同時の漏えいは想定しない。 

また、上記ｃ）(ｲ)～(ﾎ)に該当する場合の機能喪失は想定しない。 

上記の臨界防止機能に係る機能喪失の想定の考え方に係る補足説明を表－２に示す。 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

７ 

６ 

表－１ 
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臨界防止機能に係る機能喪失の想定の考え方に係る補足説明 

No. 想定条件 左記の想定条件の説明および妥当性 

１ 関連性のない複数の起因事象の同時発

は想定しない 

臨界安全設計では、静的な臨界防止機能（形状寸法管理、容積管理等）と、動的な臨界防止

機能（計測制御設備等）により臨界の発生を防止している。 

静的な臨界防止機能を有する機器は、適切な材料の選定、腐食代の設定など余裕を確保した

設計を行っており、また、保守管理において機能維持に係る措置を講じることから、機能喪

失の可能性は非常に低い。また、機器内の放射線分解水素の掃気、可燃物の排除、適切な作

業管理等により、火災・爆発、重量物の落下等の外力による変形の可能性を排除している。 

このため、複数の静的な臨界防止機能が同時に喪失することは想定しない。 

動的な臨界防止機能を有する機器は、臨界の発生の起因となるプロセス量（温度、流量等）

を維持するための設備と、プロセス量を監視し、異常な変動を検知した場合にプロセスを停

止するためのインターロック、警報装置等で構成されており、特に臨界防止上重要な計測制

御設備は、安全上重要な施設として、電源、制御盤を含め独立した２系列とするなど信頼性

の高い設計としている。 

プロセス量の異常が発生する要因としては、核燃料物質の移送機器の駆動源の喪失と、流量、

温度等を制御している計測制御設備の制御不良が考えられる。プロセス量の異常により事象

が進展する場合は、計測制御設備の制御不良が発生した場合であるが、このような異常は、

計器の故障、ズレ等により発生するもので、原理等が異なる他のプロセス量を制御している

計器の同時の機能異常は想定し難い。また、電源、制御盤が共通である場合が多く、電源喪

失等で共通的に制御機能が停止する可能性はあるが、この場合は、核燃料物質の移送機器の

駆動源も喪失することから、異常な変動は継続しない。 

 

 

表－２ 
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２ 形状寸法管理を維持する機能の喪失

は、想定しない。 

１．に示すように静的な臨界防止機能を有する機器は、適切な材料の選定、腐食代の設定な

ど余裕を確保した設計を行っており、また、保守管理において機能維持に係る措置を講じる

ことから、機能喪失の可能性は非常に低い。また、機器内の放射線分解水素の掃気、可燃物

の排除、適切な作業管理等により、火災・爆発、重量物の落下等の外力による変形の可能性

を排除している。 

このため、複数の静的な機能が同時に喪失する可能性は、極めて低い。 

 

３ 「(ﾛ)直接目視または間接目視により設

備の状態の確認を複数の要員が多数回

実施する場合」の失敗は、想定しない。 

計器等による監視については、計器の故障等により正しい判断がなされない可能性があるが、

直接目視または間接目視（カメラ等を介して行う運転員の目視）により設備の異常（漏えい

の有無等）を容易に確認できる場合は、計器の故障による判断誤りを排除できる（間接目視

で使用するカメラの故障は画面の確認で判断可能）とともに、複雑な判断を要しない。また、

複数の当直における運転員が確認を行うことで、同一の運転員の認識誤りを排除できる。 

このような確認を複数の要員が多数回行うことで異常を検知し、事象の進展を防止できるこ

とから当該措置の喪失（失敗）は想定しない。 

 

４ 「(ﾊ)多様性を有する手段などにより複

数の要員が多数回の設備・プロセスの

状態を確認することで、異常を検知で

きる場合」の失敗は、想定しない 

測定する計器等に多様性を有する手段を用いる場合、点検時の校正誤り等の共通要因による

機能喪失の可能性が低く、仮に両方の計器が故障した場合であっても、両者が近い値を指示

する可能性は低く、複数の要員が行う多数回の確認において異常を認知することができる。 

例）燃焼度計測装置は、２種類の異なる手法（中性子線の測定値に基づく評価、γ線スペク

トルの測定値に基づく評価）で燃焼度を求める。これらの手法は、測定原理が異なること

から、仮に各々の手法で使用する計器の異常（測定値のズレなど）を想定しても、各々の

手法で得られた燃焼度の値が一致する可能性が低く、使用済燃料集合体を燃料貯蔵プール

へ払い出すまでの間に両者の比較を複数体の燃料集体に対して実施することにより異常を
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検知できる。また、電源喪失により多様性を有する測定手法が同時に機能を喪失する場合

は、処理運転を継続できないことから臨界に至ることはない。 

５ 「(ﾆ)臨界となる条件に達するまでに非

常に多数機能喪失、誤操作等を必要と

する場合」は、臨界に至ることを想定

しない。 

臨界に至る条件に達するまでに、特定の機能を喪失した状態での操作を数十回と繰り返す必

要がある場合は、複数回の状態の確認、複数の当直における運転員の関与により異常に気づ

くことができる。 

６ 「(ﾎ)独立した信頼性の高い運転管理お

よび関連する操作において複数の要員

が多数回の設備の状態の確認を行うこ

とで異常を検知できる場合」の失敗は、

想定しない。 

独立した操作、確認であって、臨界に至ることを防止する措置を含む計画を運転部門とは異

なる組織で確認するなど、十分に信頼性を確保するとともに、それに引き続き複数回の設備

の状態の確認を行う場合は、それらの全てを同時に誤ることは考えられない。 

例）アルカリ洗浄を行う場合は、アルカリ洗浄を開始するに先立ち、計画を策定した上で行

う。計画では、アルカリ洗浄の前提条件として、関連する機器から核燃料物質の排出が完

了していることの確認を含める。計画は、核燃料取扱主任者を含む複数の者が確認する。

アルカリ洗浄に係る操作は、当該計画に従い、運転員が運転手順書を用いて実施する。こ

のため、アルカリ洗浄に係る操作において移送先の誤り等の誤操作を想定しても、計画段

階での措置で核燃料物質が払い出された状態が確立されており、臨界に至ることはない。 

７ 複数の配管からの同時の漏えいは想定

しない。 

核燃料物質を取扱う系統は、適切な材料を選定し、溶接の採用、腐食代の確保など漏えいし

難い構造とするとともに、配管からの漏えいを検知した場合、速やかに当該セル内の溶液の

移送を停止することから、同時に複数個所からの漏えいは想定しない。 
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臨界事故に係る機能喪失想定に基づく事象抽出 添付資料(1)
『想定分類ｃ）動的機器の機能喪失または誤操作』の想定における抽出機器
No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定 想定

C-1 溶解設備 溶解槽A,B

【運転，臨界管理の概要】
溶解槽は，形状寸法管理，質量管理，濃度管理及び中性子吸収材管理という複数
の手法を組み合わせることにより，臨界安全管理を行う代表的臨界安全管理機器で
ある。
このため，溶解槽（バケット）へ供給する核燃料物質（せん断片）の質量，溶解液中
の核燃料物質濃度が各々の制限値を超過しないように制御を行うとともに，通常値
を逸脱した場合には，安全上重要なインターロックにより使用済燃料のせん断を停
止する設計としている。

【想定事象】
起因となる異常（せん断機）が発生し，さらに事象進展防止に係る一連の動的機器
の喪失（多重故障）を想定し，バケット内の質量，溶解液中の核燃料物質濃度等が
最大許容限度を逸脱することで臨界に達する。

事象A：燃料せん断片の過装荷
①燃料送り出し装置における燃料送り出し長さの制御：１セット
②燃料せん断長位置異常警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
③運転員がせん断開始前の燃料長確認：１回
④運転員が燃料せん断長指示値（安重）でせん断終了長さを確認（１バ
ケットあたり１回，２系列の指示値確認）：２回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：6回】

事象B：溶解液中の核燃料物質濃度上昇
①溶解用硝酸供給機能（移送ポンプ等，流量制御機能）：１セット
②溶解用供給硝酸流量低警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
③溶解槽溶解液密度高警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
④運転員が溶解硝酸密度計指示値を確認（1時間毎，２系列）：２回
主要な臨界防止機能：②および③
【臨界防止に係る確認等の数：7回】

事象C：溶解槽硝酸濃度低下
①運転員による硝酸調整における溶解用硝酸調整（硝酸，水）：１セット
②硝酸調整槽から硝酸供給槽への移送時の分析による酸濃度確認：３
名
③硝酸供給槽密度低警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
主要な臨界防止機能：②および③
【臨界防止に係る確認等の数：6回】

事象A：燃料せん断片の過装荷
①の燃料送り出し装置の故障による燃料送り出
し長さの異常を想定する。
②の機能により送り出し長さの異常を検知し，
せん断処理を自動で停止することで臨界には至
らない。

事象Ｂ：溶解液中の核燃料物質濃度上昇
①の溶解用硝酸供給で使用するポンプの故障
を想定する。
②または③の機能により供給硝酸流量の低下
または溶解液中の核燃料物質濃度の上昇を検
知し，せん断処理を自動で停止することで臨界
には至らない。

事象Ｃ：溶解槽硝酸濃度低下
①の硝酸調整における調整誤り（酸濃度が不
足）を想定する。
②または③の機能により酸濃度が不足した硝
酸の溶解槽への供給が防止されるため臨界に
は至らない。

事象A：燃料せん断片の過装荷
左記①に加えて②の機能喪失を想定する。
せん断開始から溶解槽バケット内に装荷される燃料
せん断片の質量が核的制限値（215kg(U+Pu)/O2/バ
ケット）を超過するまで約40分であり，③および④によ
る運転員の監視等による異常の検知および異常の進
展防止措置が期待できないことから，臨界に至る。

事象Ｂ：溶解液中の核燃料物質濃度上昇
左記①に加え②および③の機能喪失を想定する。
溶解用供給硝酸の供給が停止し溶解液中の核燃料
物質濃度が最大許容限度（400g(U+Pu)/L）を超過す
るまで約1.5時間であり，④による運転員の監視等に
よる異常の検知および異常の進展防止措置が期待で
きないことから，臨界に至る。

事象Ｃ：溶解槽硝酸濃度低下
左記①に加え，②および③の機能喪失を想定する。
溶解槽へ供給される溶解用供給硝酸の酸濃度が低
下（水）となり約50分後に溶解液中の酸濃度が溶解を
確保できる酸濃度を下回ったことをもって臨界に至っ
たと判断する。

発生

主要な臨界防止機能（安重のインターロッ
ク等）の喪失想定後から臨界に至るまで
の時間余裕が短く，運転員の監視等によ
る異常の検知および異常の進展防止措
置が期待できない。

C-2 溶解設備
エンドピース酸洗
浄槽A,B

【運転，臨界管理の概要】
エンドピース酸洗浄槽では，使用済燃料集合体の上部端末及び下部端末（以下，
「エンドピース」という。）を受け入れ，6mol/Lの硝酸により，エンドピースに同伴する
核燃料物質を溶解，洗浄する。
エンドピース酸洗浄槽では，固体状の核燃料物質（燃料せん断片）の質量を36kgとし
て未臨界であることを確認しており，これを超える核燃料物質を受け入れると中性子
の実効増倍率が0.95を超える。
端末せん断刃による使用済燃料集合体の燃料要素部のせん断を防止（エンドピー
ス酸洗浄槽への燃料せん断片の移行を防止）するため，複数のせん断刃位置検出
器によりせん断刃の位置を監視し，位置異常を検知した場合はインターロックにより
せん断を自動停止する。

【想定事象】
起因となる異常の発生を想定した場合の事象進展防止に係る一連の動的機器の喪
失（多重故障）を想定した場合に，臨界となる条件に達する。

①せん断機のせん断刃位置制御：１セット
②エンドピースせん断位置異常警報及びせん断停止回路（安重）：２系
列
③エンドピース酸洗浄槽洗浄液密度高警報（安重）：２系列
主要な臨界防止機能：②および③
【臨界防止に係る確認等の数：5回】

①のせん断機のせん断刃位置制御の異常を想
定する。
②または③の機能によりせん断刃位置の異常
（エンドピースを切断する刃で燃料部をせん断）
を検知し，自動でせん断処理を停止することで
臨界には至らない。

左記①に加え②および③の機能喪失を想定する。エ
ンドピース酸洗浄槽へ燃料せん断片が供給され，燃
料集合体のせん断開始から約3分後にエンドピース酸
洗浄槽中の核燃料物質の質量が，未臨界を確認した
条件（36kg(U+Pu)）を超過し，臨界に至る。

発生 （同上）

C-3 溶解設備 ハル洗浄槽A,B

【運転，臨界管理の概要】
溶解槽から使用済燃料せん断片を溶解した後の燃料被覆材（以下，「ハル」という。）
を受入れ，純水によりハルに微量に同伴している核燃料物質（ウラン及びプルトニウ
ム）を洗浄する。
ハル洗浄槽への未溶解の核燃料物質の移行を防止するために，溶解槽における使
用済燃料が溶解する条件（溶液温度，供給硝酸濃度，供給硝酸流量）を維持する。

【想定事象】
起因となる異常の発生を想定した場合の事象進展防止に係る一連の動的機器の喪
失（多重故障）を想定した場合に，臨界となる条件に達する。

事象A：溶解用供給硝酸供給不足による溶解不良
①溶解用硝酸供給機能（移送ポンプ等，流量制御機能）：１セット
②溶解槽供給硝酸流量低警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
③運転員による溶解用硝酸流量指示値の確認（１時間毎，２系列）：６回
④運転員が溶解槽の密度計指示値を確認（１時間毎，２系列）：６回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：15回】

事象B：溶解用供給硝酸濃度低による溶解不良
①運転員による硝酸調整における溶解用硝酸調整（硝酸，水）：１セット
②硝酸供給槽密度低警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
③運転員が硝酸供給槽の密度計指示値を確認：（１時間毎，２系列）：６
回
④運転員が溶解槽の密度計指示値を確認（１時間毎，２系列）：６回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：15回】

事象C：溶解槽溶解液温度低下による溶解不良
①溶解槽溶液加熱機能（加熱蒸気，温度制御機能）：１セット
②溶解槽溶解液温度低警報及びせん断停止回路（安重）：２系列
③運転員が溶解槽加熱蒸気流量計を確認：（１時間毎）：３回
④運転員が溶解槽の温度計指示値を確認（１時間毎，２系列）：６回
⑤運転員が溶解槽の密度計指示値を確認（１時間毎，２系列）：６回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：18回】

事象A：溶解用供給硝酸供給不足による溶解不
良
①の溶解用硝酸供給機能の異常を想定する。
②の機能により溶解用硝酸供給機能の異常を
検知し，自動でせん断処理を停止するとともに
ハル洗浄槽への燃料被覆管の移送を停止する
ことで臨界には至らない。

事象Ｂ：溶解用供給硝酸濃度低による溶解不良
①の硝酸調整における調整誤り（酸濃度が不
足）を想定する。
②の機能により酸濃度の異常を検知し，自動で
せん断処理を停止することで臨界には至らな
い。

事象Ｃ：溶解槽溶解液温度低下による溶解不良
①の溶解槽溶液加熱機能の異常を想定する。
②の機能により溶解槽の溶液温度の異常を検
知し，自動でせん断処理を停止するとともにハ
ル洗浄槽への燃料被覆管の移送を停止するこ
とで臨界には至らない。

事象A：溶解用供給硝酸供給不足による溶解不良
左記①に加えて②の機能喪失を想定する。
溶解用供給硝酸の供給が停止してから核燃料物質を
含む燃料せん断片がハル洗浄槽へ移送されるまで約
3時間であり，③および④による運転員の監視等によ
る異常の検知および異常の進展防止措置が期待でき
ないことから，臨界に至る。

事象Ｂ：溶解用供給硝酸濃度低による溶解不良
左記①に加えて②の機能喪失を想定する。
溶解槽へ供給される溶解用供給硝酸の酸濃度が低
下（水）となり，核燃料物質を含む燃料せん断片がハ
ル洗浄槽へ移送されるまで約3時間であり，③および
④による運転員の監視等による異常の検知および異
常の進展防止措置が期待できないことから，臨界に
至る。

事象Ｃ：溶解槽溶解液温度低下による溶解不良
左記①に加え②の機能喪失を想定する。
溶解槽の溶液温度の低下が開始し，核燃料物質を含
む燃料せん断片がハル洗浄槽へ移送されるまで約3
時間であり，③～⑤による運転員の監視等による異
常の検知および異常の進展防止措置が期待できない
ことから，臨界に至る。

発生 （同上）
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No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定 想定

C-4 清澄・計量設備 中継槽A,B

【運転，臨界管理の概要】
使用済燃料の溶解処理に伴い溶解槽・よう素追い出し槽の内部に堆積する付着物
を除去するため，定期的にアルカリ性試薬を使用した洗浄を行う（以下，アルカリ性
試薬を使用したプロセス機器内を洗浄する作業を総称して「アルカリ洗浄」という）。
アルカリ洗浄で発生した廃液は，硝酸による中和・酸性化処理後，分離建屋のウラ
ン平衡用硝酸として分離建屋へ移送する。
アルカリ洗浄を行う場合は，洗浄する機器，廃液を移送する経路上の機器は核燃料
物質を払い出した状態とするとともに，経路外への機器への溶液の移送を防止する
ための措置（移送機器の施錠管理）を行う。

【想定事象】
アルカリ洗浄で使用した溶液の移送において，計画された移送経路外の核燃料物
質を内包する機器へアルカリ性の廃液を移送することで，核燃料物質の沈殿が生
じ，臨界となる条件に達する。

①溶解液ドレイニング
②経路外の貯槽にプルトニウムが有意量以下であることの分析による
確認
③洗浄で使用する経路外へ溶液の移送を禁止する措置（移送機器の施
錠管理）
④酸洗浄後のプルトニウムが有意量以下であることの分析による確
認，およびドレイニング操作
⑤アルカリ洗浄計画の策定（核燃料物質の排出完了の確認を含む）
⑥洗浄で使用する経路外へ溶液の移送を禁止する措置（移送機器の施
錠管理）
⑦酸張り込み時の施錠・開錠操作手順書（鍵貸出管理含む）の操作お
よび承認
⑧酸張り込み後の酸性化に必要な硝酸量であることの分析による確認
⑨アルカリ試薬濃度の分析による確認，純水およびアルカリ試薬張り込
み時の施錠・開錠操作手順書（鍵貸出管理含む）の操作および承認
⑩アルカリ洗浄時のアルカリ試薬供給量の分析による確認
⑪アルカリ洗浄後の移送操作手順書の操作および承認
⑫アルカリ洗浄液受入後に酸性化されていることの分析による確認
主要な臨界防止機能：③
【臨界防止に係る確認等の延べ人数：74人】

補足資料（１）参照

③の移送禁止措置における措置の失敗を想定
する。
①，②，④の措置により，アルカリ洗浄に先立ち
実施する操作においてアルカリ洗浄対象外の
貯槽（中継槽および計量前中間貯槽）からプル
トニウムが排出されたことを確認することから，
臨界は発生しない。

左記③に加えて①，②，④の機能喪失を想定する。

⑤では，アルカリ洗浄計画の策定時に，洗浄に先立ち
実施する操作において移送先の機器からのプルトニ
ウムが排出されたことを，核燃料取扱主任者を含む
複数の要員が確認する。また，計画策定後の一連の
洗浄作業の中で，アルカリ試薬の供給前の酸洗浄後
の洗浄廃液のプルトニウムの分析確認，洗浄で発生
するアルカリ性廃液の速やかな中和処理等の措置
（⑥～⑫）を，複数の当直員や直の交替により異なる
当直員が行うことで，臨界発生前にミスに気付くことが
でき臨界は発生しない。

発生しない
（自主措置）

（ホ）独立した信頼性の高い運転管理およ
び関連する操作において複数の要員が多
数回の設備の状態の確認を行う場合

アルカリ洗浄前の操作において移送先機
器からプルトニウムを排出し，その結果を
運転員以外の複数の要員が確認するとと
もに，多数の人員（延べ人数）及び直の交
替による同一ではない複数の確認者が，
臨界事故発生防止の操作等に従事する
ため，臨界発生前に異常に気がつくこと
ができる。

C-5 清澄・計量設備
計量前中間貯槽
A,B

（同上） （同上） （同上） （同上） （同上）

C-6 分配設備
プルトニウム洗浄
器

【運転，臨界管理の概要】
抽出塔で有機溶媒中に抽出したプルトニウムは，その大部分がプルトニウム分配塔
で硝酸溶液中へ逆抽出後，有機溶媒中に微量に残存するプルトニウムを含む有機
溶媒をプルトニウム洗浄器へ移送し，プルトニウム洗浄器で洗浄（逆抽出）する。
プルトニウム洗浄器は，濃度管理機器であるため核的制限値（7gPu/L）以上のプル
トニウムを含む溶液（有機溶媒）が移送されないようプルトニウム分配塔における逆
抽出性能を確保するよう，逆抽出に影響する試薬の流量等を管理する。また，逆抽
出不良によりプルトニウム洗浄器へ移送される有機溶媒中のプルトニウム濃度が上
昇した場合は，プルトニウム洗浄器第１段に設置された中性子計数率高インターロッ
クによりプルトニウム洗浄器への有機溶媒の移送を停止する。

【想定事象】
プルトニウム分配塔での逆抽出性能に影響を及ぼす試薬の流量等の変動により，
プルトニウム洗浄器内のプルトニウム濃度が上昇しても，プルトニウム洗浄器の実
効増倍率は0.95を超えないことから，臨界には至らない。

― ― ―
―
（発生しな
い）

（プロセス変動を想定しても臨界に至らな
い）

C-7
分離建屋一時貯留
処理設備

第３一時貯留処
理槽

【運転，臨界管理の概要】
核燃料物質の抽出・逆抽出処理に伴い抽出器内に生じる付着物を除去するため，
定期的にアルカリ洗浄を行う。アルカリ洗浄で発生した廃液は，放射性液体廃棄物
として処理する。
アルカリ洗浄を行う場合は，洗浄する機器，廃液を移送する経路上の機器は核燃料
物質を払い出した状態とするとともに，経路外への機器への溶液の移送を防止する
ための措置（移送機器の施錠管理）を行う。

【想定事象】
アルカリ洗浄で使用した溶液の移送において，計画された移送経路外の核燃料物
質を内包する機器へアルカリ性の廃液を移送することで，核燃料物質の沈殿が生
じ，臨界となる条件に達する。

①Pu/FPフラッシュアウト操作およびプルトニウムが有意量以下である
ことの分析による確認
②ドレイニング操作およびドレイニング時におけるプルトニウムが有意
量以下であることの分析による確認
③アルカリ洗浄計画の策定（核燃料物質の排出完了の確認を含む）
④洗浄で使用する経路外へ溶液の移送を禁止する措置（移送機器の施
錠管理）
⑤酸洗浄操作およびドレイニング時の廃液中にプルトニウムが有意量
以下であることの分析による確認
⑥純水洗浄操作およびドレイニング時の廃液中にプルトニウムが有意
量以下であることの分析による確認
主要な臨界防止機能：④
【臨界防止に係る確認等の延べ人数：96人】

補足資料（２）参照

④の移送禁止措置における措置の失敗を想定
する。
①，②の措置により，アルカリ洗浄に先立ち実
施する洗浄で発生する廃液中にプルトニウムが
含まれていないことを確認することから，アルカ
リ洗浄廃液においては，臨界は発生しない。

左記④に加えて①，②の機能喪失を想定する。

③のアルカリ洗浄計画の策定時に，洗浄に先立ち実
施する操作において移送先の機器からのプルトニウ
ムが排出されたことを，核燃料取扱主任者を含む複
数の要員が確認する。また，計画策定後の一連の洗
浄作業の中で，アルカリ試薬の供給前の酸洗浄後の
洗浄廃液のプルトニウムの分析確認等の措置（⑤，
⑥）を，複数の当直員や直の交替により異なる当直員
が行うため，臨界発生前にミスに気付くことができ臨
界は発生しない。

発生しない
（自主措置）

（ホ）独立した信頼性の高い運転管理およ
び関連する操作において複数の要員が多
数回の設備の状態の確認を行う場合

アルカリ洗浄前の操作において移送先機
器からプルトニウムを排出し，その結果を
運転員以外の複数の要員が確認するとと
もに，多数の人員（延べ人数）及び直の交
替による同一ではない複数の確認者が，
臨界事故発生防止の操作等に従事する
ため，臨界発生前に異常に気がつくこと
ができる。

C-8
プルトニウム精製設
備

ウラン逆抽出器

【運転，臨界管理の概要】
抽出塔で有機溶媒中に抽出したプルトニウムは，逆抽出塔で硝酸溶液中への逆抽
出およびプルトニウム洗浄器で微量に残存するプルトニウムを除去した後，有機溶
媒をウラン逆抽出器へ移送し，ウランを逆抽出する。
ウラン逆抽出器は，臨界管理対象外の機器であるため有意量のプルトニウムを含
む溶液（有機溶媒）が移送されないよう逆抽出塔における逆抽出性能を確保するよ
う，逆抽出に影響する試薬の流量等を管理する。また，逆抽出不良によりプルトニウ
ム洗浄器からウラン逆抽出器へ移送される有機溶媒中のプルトニウム濃度が上昇
した場合は，プルトニウム洗浄器第４段に設置されたα線計数率高により異常を検
知し，溶液の移送を停止する。

【想定事象】
逆抽出塔での逆抽出性能に影響を及ぼす試薬の流量等の変動により，プルトニウ
ム洗浄器からウラン逆抽出器へ移送する溶液（有機溶媒）中のプルトニウム濃度が
上昇しても，ウラン逆抽出器のプルトニウム濃度は最大許容限度（未臨界濃度）を超
えないことから，臨界には至らない。

― ― ―
―
（発生しな
い）

（プロセス変動を想定しても臨界に至らな
い）

C-9 酸回収設備
低レベル無塩廃
液受槽

【運転，臨界管理の概要】
全濃度安全形状寸法管理の機器から形状寸法管理を行わない機器への溶液の移
送経路は，移送経路上の移送機器を施錠管理し，当該経路で移送する溶液中のプ
ルトニウム濃度が臨界となる濃度でないことを分析結果から確認し，施錠を開錠した
後に移送する。

【想定事象】
当該移送経路による移送ができないような物理的措置を講じることから，プルトニウ
ムを含む溶液の誤移送による臨界は，発生しない。

― ― ―
―
（発生しな
い）

（物理的に発生しない）
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No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定 想定

C-10
低レベル廃液処理設
備

相分離槽 （同上） 同上 （同上） （同上） （同上） （物理的に発生しない）

C-11
精製建屋一時貯留
処理設備

第５一時貯留処
理槽

【運転，臨界管理の概要】
全濃度安全形状寸法管理の機器から形状寸法管理を行わない機器への溶液の移
送経路は，移送経路上の移送機器を施錠管理し，当該経路で移送する溶液中のプ
ルトニウム濃度が臨界となる濃度でないことを分析結果から確認し，施錠を開錠した
後に移送する。

【想定事象】
運転員による分析結果の誤認により未臨界濃度を超えるプルトニウムを含む溶液を
形状寸法管理を行っていない第５一時貯留処理槽へ誤移送したことにより臨界に至
る。

①溶液の移送指示における移送先の選択：３名
②逐次並行分析による濃度の確認：２回
③溶液中のプルトニウム濃度の分析結果の確認：３名
主要な臨界防止機能：②および③
【臨界防止に係る確認等の数：８回】

①の移送先の選択（指示）を誤ったことを想定す
る。
②または③によりプルトニウム濃度が未臨界濃
度を超えることを確認し，移送を取止めることで
臨界には至らない。

左記①に加えて②および③の機能喪失を想定する。
移送先の機器へプルトニウム濃度が未臨界濃度
（8.2gPu/L）を超える溶液を移送し，臨界に至る。

発生

臨界を防止する機能（臨界施錠弁の開錠
における確認）の喪失想定後から臨界に
至るまでの時間余裕が短く，運転員の監
視等による異常の検知および異常の進展
防止措置が期待できない。

C-12
精製建屋一時貯留
処理設備

第７一時貯留処
理槽（プルトニウ
ム溶液の誤移送）

【運転，臨界管理の概要】
全濃度安全形状寸法管理の機器から形状寸法管理を行わない機器への溶液の移
送経路は，移送経路上の移送機器を施錠管理し，当該経路で移送する溶液中のプ
ルトニウム濃度が臨界となる濃度でないことを分析結果から確認し，施錠を開錠した
後に移送する。

【想定事象】
運転員による分析結果の誤認により未臨界濃度を超えるプルトニウムを含む溶液を
形状寸法管理を行っていない第７一時貯留処理槽へ誤移送したことにより臨界に至
る。

①溶液の移送指における移送先の選択：３名
②逐次並行分析によるプルトニウム濃度の確認：２回
③溶液中のプルトニウム濃度の分析結果の確認：３名
主要な臨界防止機能：②および③
【臨界防止に係る確認等の数：８回】

①の移送先の選択（指示）を誤ったことを想定す
る。
②または③によりプルトニウム濃度が未臨界濃
度を超えることを確認し，移送を取止めることで
臨界には至らない。

左記①に加えて②および③の機能喪失を想定する。
移送先の機器へプルトニウム濃度が未臨界濃度
（8.2gPu/L）を超える溶液を移送し，臨界に至る。

発生 （同上）

第７一時貯留処
理槽（アルカリ洗
浄廃液の誤移送）

【運転，臨界管理の概要】
核燃料物質の抽出・逆抽出処理に伴い抽出器内に生じる付着物を除去するため，
定期的にアルカリ洗浄を行う。アルカリ洗浄で発生した廃液は，放射性液体廃棄物
として処理する。
アルカリ洗浄を行う場合は，洗浄する機器，廃液を移送する経路上の機器は，核燃
料物質を払い出した状態とするとともに，経路外への機器への溶液の移送を防止す
るための措置（移送機器の施錠管理）を行う。

【想定事象】
アルカリ洗浄で使用した溶液の移送において，核燃料物質を内包する機器へアルカ
リ性の廃液を移送することで，核燃料物質の沈殿が生じ，臨界となる条件に達する。

①Pu/FPフラッシュアウト操作およびでのプルトニウムが有意量以下で
あることの分析による確認
②ドレイニング操作およびドレイニング時におけるプルトニウムが有意
量以下であることの分析よる確認
③アルカリ洗浄計画の策定（核燃料物質の排出完了の確認を含む）
④酸洗浄操作およびドレイニング時の廃液中にプルトニウムが有意量
以下であることの分析による確認
⑤純水洗浄操作およびドレイニング時の廃液中にプルトニウムが有意
量以下であることの分析による確認
主要な臨界防止機能：①，②
【臨界防止に係る確認等の延べ人数：83人】

補足資料（３）参照

①，②により，アルカリ洗浄に先立ち洗浄液の
移送経路上の機器にプルトニウムが含まれて
いないことを確認することから，アルカリ洗浄廃
液においては，臨界は発生しない。

（想定する機能喪失は，左記に同じ）
③のアルカリ洗浄計画の策定時に，洗浄に先立ち実
施する操作において移送先の機器からのプルトニウ
ムが排出されたことを，核燃料取扱主任者を含む複
数の要員が確認する。また，計画策定後の一連の洗
浄作業の中で，アルカリ試薬の供給前の酸洗浄後の
洗浄廃液のプルトニウムの分析確認等の措置（④，
⑤）を，複数の当直員や直の交替により異なる当直員
が行うため，臨界発生前にミスに気付くことができ臨
界は発生しない。

発生しない
（自主措置）

（ホ）独立した信頼性の高い運転管理およ
び関連する操作において複数の要員が多
数回の設備の状態の確認を行う場合

アルカリ洗浄前の操作において移送先機
器からプルトニウムを排出し，その結果を
運転員以外の複数の要員が確認するとと
もに，多数の人員（延べ人数）及び直の交
替による同一ではない複数の確認者が，
臨界事故発生防止の操作等に従事する
ため，臨界発生前に異常に気がつくこと
ができる。

C-13
使用済燃料貯蔵設
備

低残留濃縮度Ｂ
ＷＲ燃料貯蔵ラッ
ク
低残留濃縮度Ｐ
ＷＲ燃料貯蔵ラッ
ク
ＰＷＲ燃料用バス
ケット

【運転，臨界管理の概要】
使用済燃料貯蔵プールには，高残留濃縮度燃料貯蔵ラックと低残留濃縮度燃料貯
蔵ラックの２種類のラックを設置している。
使用済燃料集合体のウラン残留濃縮度に応じて，高残留濃縮度燃料貯蔵ラックは，
残留濃縮度が3.5wt%以下の燃料集合体を，低残留濃縮度燃料貯蔵ラックは，残留
濃縮度が2.0wt%を収納する。
使用済燃料集合体の残留濃縮度は，使用済燃料の受け入れに際して燃料仮置き
ピットに設置する燃焼度計測装置で測定した燃焼度から評価した値を使用する。

【想定事象】
低残留濃縮度燃料貯蔵ラック（残留濃縮度燃料2.0wt%以下）へ高残留濃縮度燃料
（残留濃縮度燃料3.5wt%以下）を誤装荷することで，臨界となる条件に達する。

①搬入予定における高残留濃縮度燃料の受け入れ予定の確認：１回
②中性子測定法により評価した残留濃縮度の確認：３回（運転員２名，
計算機）×集合体体数分
③ガンマスペクトル法により評価した残留濃縮度の確認：３回（運転員２
名，計算機）×集合体体数分
④受け入れ可否，ラック選択の確認：２回（運転員，計算機）×集合体体
数分
⑤計算機による燃焼度計測結果（中性子測定法／ガンマスペクトル法）
の相互比較による確認：１回×集合体体数分
⑥受け入れ計画値との比較による確認：１回×集合体体数分
⑦使用済燃料貯蔵プールへの移送前の残留濃縮度の再確認：２名
主要な臨界防止機能：②および③
【臨界防止に係る確認等の数：103回（１回の受入れの集合体体数が
10体の場合）】

補足資料（４）参照

②，③燃焼度計測装置の故障により誤った残留
濃縮度の評価を示すことを想定する。
⑥受け入れ計画値との比較により燃焼度計測
装置の異常に気付き，燃料の受け入れ作業を
中断することから，臨界には至らない。

（想定する機能喪失は，左記に同じ）
②，③の確認に使用する燃焼度計測装置で評価する
残留濃縮度について，同装置の故障による誤った残
留濃縮度の評価を示すことを想定した場合でも，多様
性を有した測定方法を採用することで計器が故障した
場合の測定結果に相違が生じることで，⑤の複数の
測定手法により評価した燃焼度の相互比較および⑥
受け入れ計画値との比較を１回の受け入れにおける
燃料体数分を繰り返して確認を行うことにより燃焼度
計測装置の異常に気付き，燃料の受け入れ作業を中
断することから，臨界には至らない。
なお，②～⑦に係る操作は，複数の日に跨って実施
する。

発生しない

（ハ）多様性を有する手段などにより複数
の要員が多数回の設備・プロセスの状態
を確認することで異常を検知できる場合
に該当

多様性を有した測定方法を採用しており，
計器が故障した場合，測定原理の違いに
より測定結果に差異が生じる。複数の測
定手法により評価した燃焼度の相互比較
および受け入れ計画値との比較を多数回
繰り返して行うことにより燃焼度計測装置
の異常に気付き，燃料の受け入れ作業を
中断することから，臨界には至らない。

【運転，臨界管理の概要】
使用済燃料貯蔵プールには，高残留濃縮度燃料貯蔵ラックと低残留濃縮度燃料貯
蔵ラックの２種類のラックを設置している。
使用済燃料集合体のウラン残留濃縮度に応じて，高残留濃縮度燃料貯蔵ラックは，
残留濃縮度が3.5wt%以下の燃料集合体を，低残留濃縮度燃料貯蔵ラックは，残留
濃縮度が2.0wt%を収納する。
使用済燃料集合体の残留濃縮度は，使用済燃料の受け入れに際して燃料仮置き
ピットに設置する燃焼度計測装置で測定した燃焼度から評価した値を使用する。
燃焼度計測の結果，高残留濃縮度燃料と判定された場合，燃料をつりあげている間
は，燃焼度計測後燃料仮置きラック（低残留濃縮度エリア）上でのホイストの昇降を
禁止するインターロックが設置されている。

【想定事象】
燃焼度計測の結果，高残留濃縮度燃料と判定された場合であって，燃焼度計測後
燃料仮置きラック（低残留濃縮度エリア）上でのホイストの昇降を禁止するインター
ロックが機能喪失し，誤装荷する。その後，低残留濃縮度燃料貯蔵ラック（残留濃縮
度燃料2.0wt%以下）へ高残留濃縮度燃料（残留濃縮度燃料3.5wt%以下）を誤装荷す
ることで，臨界となる条件に達する。

＜高残留濃縮度と判定した燃料集合体の低残留濃縮度エリアへの誤移
送＞
①燃焼度計測装置での残留濃縮度を確認後，残留濃縮度に応じて燃
焼度計測後燃料仮置きラックの収納エリアを自動的に選択。（計算機）
②運転員が計算機の選択した収納エリアが適切であることを確認：２名
×集合体体数分
③移送高残留濃縮度燃料と判定された燃料取扱い時に燃焼度計測後
燃料仮置きラック（低残留濃縮度エリア）上でのホイストの昇降を禁止す
るインターロック：１セット
④運転員による仮置き場所への移送中の監視：２名×集合体体数分
⑤運転員の間接目視による仮置き完了後の仮置き場所が正しいことの
確認：２名×集合体体数分
⑥高残留濃縮度燃料を収納した収納缶の使用済燃料貯蔵プール（高残
留濃縮度燃料貯蔵ラック）への搬送（高残留判定後引き続き実施）：２名
⑦使用済燃料貯蔵プールへの移送前の残留濃縮度の再確認：２名
主要な臨界防止機能：③
【臨界防止に係る確認等の数：66回（１回の受入れの集合体体数が10
体の場合）】

補足資料（４）参照

③燃料取出し設備のインターロックを含む制御
機能の故障により高残留濃縮度燃料を燃焼度
計測後燃料仮置きラック（低残留濃縮度エリア）
に移送し，仮置きする。その後，仮置きラックか
ら，低残留濃縮度燃料貯蔵ラックへ移送するこ
とを想定する。
④複数の運転員が監視しており，異常に気付き
移送停止することから，臨界には至らない。

（想定する機能喪失は，左記に同じ）
③燃料取出し設備のインターロックを含む制御機能の
故障により高残留濃縮度燃料を燃焼度計測後燃料仮
置きラック（低残留濃縮度エリア）に移送し，仮置きす
る。その後，仮置きラックから，低残留濃縮度燃料貯
蔵ラックへ移送することを想定する。
④の複数の運転員が監視していることおよび⑤仮置
き完了後，仮置き場所の確認を行うとともに複数の運
転員が確認するとともに，⑥の高残留濃縮度燃料を
収納した収納缶の運搬をしようとして仮置き場所が相
違していることに気づき作業中断（仮置き場所を修
正）することから，臨界には至らない。

発生しない

（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止しまたは停止させ，
それ以降の処理運転の継続が困難な場
合（作業環境的に不可能な場合を含む）
に該当

燃焼度計測装置の判定結果を確認し，移
送時において複数の運転員が行き先を監
視すると共に，仮置き完了後に仮置き場
所に相違ないことを複数の運転員が確認
し異常に気づく（高残留濃縮度燃料は，判
定後，すぐに燃料貯蔵プールまで運搬す
る際に，収納缶に燃料集合体が収納され
ていないことに気付く）ことから臨界には
至らない。
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No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定 想定

C-14 清澄・計量設備 計量・調整槽

【運転，臨界管理の概要】
計量後中間貯槽より下流の機器の臨界安全設計では，ウラン濃縮度およびプルトニ
ウムの同位体組成を制限している。これらの制限を満足するように，使用済燃料の
せん断・溶解計画を策定している。また，計量・調整槽から計量後中間貯槽への溶
液の移送系統は施錠管理し，分析によりウラン濃縮度およびプルトニウムの同位体
組成を確認した後に移送する。

【事象想定】
ウラン濃縮度またはプルトニウムの同位体組成が制限を満足しない溶液を計量後
中間貯槽へ移送する。

①キャンペーン計画の策定におけるウラン濃縮度，プルトニウム同位体
組成の確認：５名
②せん断・溶解計画の策定におけるウラン濃縮度，プルトニウム同位体
組成の確認：３名
③運転員および自動読取装置による使用済燃料せん断時の燃料集合
体番号の確認：５回
④計算機による処理計画と燃料番号の照合：２回
⑤逐次並行分析による濃縮度および同位体組成の確認：２回
⑥溶液中の濃縮度および同位体組成の分析結果の確認：３名
主要な臨界防止機能：⑤および⑥
【臨界防止に係る確認等の数：20回】

⑤，⑥の移送時の濃縮度等の確認における運
転員の確認不足を想定する。
①～④の措置により，溶解液中のウラン濃縮
度，プルトニウム同位体組成が制限を満足する
溶液であることから，臨界は発生しない。

（想定する機能喪失は，左記に同じ）
①～④のせん断・溶解計画の策定および使用済燃料
のせん断処理において溶解液中の濃縮度，プルトニ
ウム同位体組成が制限を満足するように使用済燃料
のせん断・溶解を行うことで，分析における確認不足
等を想定しても臨界には至らない。
なお，①，②の計画策定，③の確認，⑤，⑥の分析結
果の確認は，それぞれ異なる要員が行う。

なお，これまでの受け入れ実績より残留濃縮度，プル
トニウム同位体組成の各制限を満足しない燃料集合
体は数体であり，せん断処理計画等の誤りを想定し
ても，計量・調整槽における混合（PWRで10体程度）を
考慮すれば，計量・調整槽で制限を逸脱する溶液が
できる可能性はない。

発生しない

（ホ）独立した信頼性の高い運転管理およ
び関連する操作において複数の要員が多
数回の設備の状態の確認を行う場合

せん断・溶解計画の策定段階において濃
縮度等の制限を満足する計画であること
を確認し，処理の段階で計画通りであるこ
とを複数の操作員が確認する。これら
また，実質的に濃縮度等の制限を逸脱す
る燃料集合体は，少数体であり，仮に計
画策定，処理等による確認における失敗
を想定しても制限を逸脱する溶液ができ
る可能性はない。

C-15 ウラン脱硝設備 ＵＯ３受槽

【運転，臨界管理の概要】
ＵＯ３受槽は，ウラン酸化物貯蔵容器を接続し，ウラン酸化物粉末を容器へ充てん
する。ウラン酸化物貯蔵容器充てん位置を検知してウラン酸化物粉末自動充てん装
置の起動条件信号を発するインターロック（安重）により容器が接続されていない状
態でのウラン酸化物粉末の充てん開始を防止する。

【事象想定】
ＵＯ３受槽へウラン酸化物貯蔵容器が接続されていない状態でウラン酸化物粉末の
充てんを開始し，ウラン酸化物が機器外で堆積することで，臨界となる条件に達す
る。

①充てん台車等のウラン酸化物貯蔵容器を搬送する機器が定位置で
停止し，容器を接続（定位置で停止しない場合の異常警報および自動
運転停止）：25回
②ウラン酸化物粉末自動充てん装置の起動条件信号（容器の接続状
態の確認）を発するインターロック（安重）：２系列
③運転員の間接目視によるウラン酸化物貯蔵容器の接続状態の確認：
１名×５回（充てん開始の都度確認）
④ウラン酸化物貯蔵建屋への搬出前のウラン酸化物貯蔵容器の汚染
検査の確認（確認完了操作をもって次の工程へ移行）：２名×２回（貯蔵
容器２本充てん完了時に確認）
⑤ウラン粉末をウラン酸化物貯蔵容器へ充てんする部屋に設置された
α線ダストモニタ等の指示値の確認：１回
⑥ウラン酸化物貯蔵容器へのウラン酸化物粉末の充てん場所の巡視・
点検における確認：１回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：38回】

補足資料（５）参照

①の搬送機器の制御異常による容器の接続不
良を想定する。
②の容器の接続状態の確認に係るインターロッ
クのにより接続不良を検知し，充てんが開始さ
れないことから，臨界は発生しない。

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
ウラン酸化物貯蔵容器への１回あたりの充てん量は，
約500kgUであり，未臨界質量（約2000kgU）を超えるウ
ラン酸化物粉末の漏えいが生じるには，５回（24時間）
の充てんを必要とする。
ただし，④のウラン酸化物貯蔵容器の汚染検査は，
運転員および放射線管理員が，現場で実施する作業
であり，ウラン酸化物粉末が容器外へ漏えいしていれ
ば，直ちに気付くことができるとともに，汚染検査で異
常が無いことを確認して，次の新しい容器への充てん
作業開始を許可することから，更なる漏えいは発生し
ない。
また，最初の充てんから５回目の充てん開始までの
時間は，約１日であり，複数の当直の運転員および放
射線管理員が実施する③，⑤，⑥の確認により漏え
いに気付くことができる。

発生しない

（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止しまたは停止させ，
それ以降の処理運転の継続が困難な場
合（作業環境的に不可能な場合を含む）
に該当

ウラン酸化物貯蔵容器１本へ充てんする
核燃料物質（粉末）の全量を漏えいしても
臨界には至らず，漏えい（容器汚染）のな
いことを確認して次の工程へ移行する。さ
らに核燃料物質の漏えいにより，次の充
てんを行うための容器の設置ができな
い。
以上より，臨界に至る可能性はないと判
断する。

C-16 ウラン脱硝設備 規格外製品受槽

【運転，臨界管理の概要】
規格外製品容器受槽は，規格外製品容器を接続し，ウラン酸化物粉末を容器へ充
てんする。規格外製品容器の規格外製品容器受槽への接続は，運転員が現場で実
施する。

【事象想定】
規格外製品容器受槽へ規格外製品容器が接続されていない状態でウラン酸化物粉
末の充てんを開始し，ウラン酸化物が機器外で堆積することで，臨界となる条件に達
する。

①運転員による容器の接続および直接目視による規格外製品容器の
接続状態の確認（運転員の現場弁開操作による充てん開始）：２名×３
回（規格外製品容器（約150kgU）充てんの開始の都度確認）
②ウラン粉末を規格外製品容器へ充てんする部屋の床面のスミヤ採取
による汚染確認：２回
③ウラン粉末を規格外製品容器へ充てんする部屋に設置されたα線ダ
ストモニタ等の指示値の確認：14回
④運転員が巡視・点検において規格外製品容器へのウラン酸化物粉末
の充てん場所を確認：14回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：36回】

補足資料（６）参照

①の容器が接続不良の状態で充てんを実施す
ることを想定する。
②の確認により異常を検知し，容器外へのウラ
ン酸化物粉末の漏えい継続を止めることから，
臨界には至らない。

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
規格外製品容器への１回あたりの充てん量は，約
150kgUであり，未臨界質量（約340kgU）を超えるウラ
ン酸化物粉末の漏えいが生じるには，３回の充てんを
必要とする。
①の充てん作業は，運転員（２名）が現場にて実施す
ることから，接続が不十分な状態で充てんを開始し，
ウラン酸化物粉末が容器外へ漏えいした場合は，直
ちに気付くことができる。さらに次の容器への充てんを
実施しようとしても，多量にウラン酸化物粉末が漏え
いしていると次の容器を設置できない。
また，最初の充てんから３回目の充てん開始までの
時間は，約１４日であり，複数の当直の運転員が実施
する④の確認および放射線管理員が実施する③の確
認により漏えいに気付くことができる。

発生しない

（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止しまたは停止させ，
それ以降の処理運転の継続が困難な場
合（作業環境的に不可能な場合を含む）
に該当

１回の操作で容器へ充てんする核燃料物
質（粉末）の全量を漏えいしても臨界には
至らず，粉末の容器への充てんは，運転
員が接続状態を確認しながら現場弁開操
作により開始する。さらに核燃料物質の
漏えいにより，次の充てんを行うための容
器の設置ができない。
以上より，本事象においては臨界事故は
発生しない。

C-17 ウラン脱硝設備 ＵＯ３溶解槽

【運転，臨界管理の概要】
ＵＯ３溶解槽へ規格外製品容器を接続し，ウラン酸化物粉末をＵＯ３溶解槽へ供給
する。規格外製品容器のＵＯ３溶解槽への接続は，運転員が現場で実施する。

【事象想定】
ＵＯ３溶解槽へ規格外製品容器が接続されていない状態でウラン酸化物粉末の充
てんを開始し，ウラン酸化物が機器外で堆積することで，臨界となる条件に達する。

①運転員の直接目視による規格外製品容器の接続状態の確認（運転
員の現場弁開操作による充てん開始）：２名×３回（規格外製品容器（約
150kgU）充てんの開始の都度確認）
②ウラン粉末を規格外製品容器から供給する部屋の床面のスミヤ採取
による汚染確認：２回
③運転員が巡視・点検において規格外製品容器からウラン酸化物粉末
を供給する場所を確認：14回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：22回】

補足資料（７）参照

①の容器が接続不良の状態で充てんを実施す
ることを想定する。
②の確認により異常を検知し，容器外へのウラ
ン酸化物粉末の漏えい継続を止めることから，
臨界には至らない。

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
規格外製品容器への１回あたりの充てん量は，約
150kgUであり，未臨界質量（約340kgU）を超えるウラ
ン酸化物粉末の漏えいが生じるには，３回の充てんを
必要とする。
①の充てん作業は，運転員（２名）が現場にて実施す
ることから，接続が不十分な状態で充てんを開始し，
ウラン酸化物粉末が容器外へ漏えいした場合は，直
ちに気付くことができる。さらに次の容器からの供給を
実施しようとしても，多量にウラン酸化物粉末が漏え
いしていると次の容器を設置できない。
また，最初の充てんから３回目の充てん開始までの
時間は，約１４日であり，複数の当直の運転員が実施
する③の確認により漏えいに気付くことができる。

発生しない （同上）

C-18
ウラン・プルトニウム
混合脱硝設備

脱硝装置（脱硝
皿）

【運転，臨界管理の概要】
脱硝皿取扱装置において脱硝皿内のＭＯＸ粉末を気流輸送により払い出した後に
脱硝装置に受け入れ，ウラン・プルトニウム混合溶液を供給する。脱硝皿の重量確
認及び空気輸送終了検知により脱硝皿取扱装置の起動条件信号を発するインター
ロックにより脱硝皿取扱装置における気流輸送の完了を確認する。

【事象想定】
脱硝皿へのウラン・プルトニウム混合溶液の多重装荷により，脱硝皿取扱装置内の
ＭＯＸ粉末の質量が，質量制限値を超えて，臨界に至る条件に達する。

①脱硝皿からのＭＯＸ粉末の気流輸送：１セット
②脱硝皿の重量確認及び空気輸送終了検知により脱硝皿取扱装置の
起動条件信号を発するインターロック：２系列（多様化）
③運転員の間接目視による脱硝皿内のＭＯＸ粉末が気流輸送されたこ
との確認（確認完了操作をもって次の工程へ移行）：２名×36回（脱硝処
理開始の都度確認）
④放管員による脱硝皿を取り扱う部屋に設置された中性子エリアモニタ
の指示値の確認：２回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：77回】

補足資料（８）参照

①の機能の喪失により，ＭＯＸ粉末の気流輸送
が行われずＭＯＸ粉末の残留する脱硝皿にウラ
ン・プルトニウム混合溶液供給し，脱硝を行うこ
とを想定する。
②の確認により異常を検知し，脱硝皿取扱装置
が起動せず脱硝装置への脱硝皿の移送ができ
ないことから，臨界には至らない。

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
脱硝皿への１回あたりのプルトニウムの供給量は，約
1.1gPuであり，ＭＯＸ粉末の未臨界質量（約40.2kgPu）
を超えるＭＯＸ粉末が製造されるには，36回の脱硝操
作を必要とする。
最初の脱硝操作から脱硝皿取扱装置内のＭＯＸ粉末
の質量が未臨界質量を超えるまでの時間は，約42時
間であり，この間に複数の当直の運転員が実施する
③の確認および放管員の実施する④の確認により異
常を検知し，脱硝操作を停止することで臨界に至るこ
とを防止できる。

発生しない

（ロ）直接目視または間接目視により設備
の状態の確認を複数の要員が多数回実
施する場合に該当

脱硝皿への多重装荷により核燃料物質
が臨界に至る量に達するまでには，繰り
返しの供給を必要とするが，運転員が１
回の供給毎に脱硝皿に核燃料物質が残
留していないことの確認操作を行ってから
供給を開始すること，その他の多数の確
認の失敗を必要とする。
以上のことから，本事象においては臨界
事故は発生しない。



（5/6）

No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定 想定

C-19
ウラン・プルトニウム
混合脱硝設備

粉砕機

【運転，臨界管理の概要】
粉砕機へ保管容器を接続し，ＭＯＸ粉末を保管容器へ充てんする。保管容器の充て
ん位置を検知し，ウラン・プルトニウム混合酸化物粉末の充てん条件信号を発する
インターロック（安重）により容器が接続されていない状態でのＭＯＸ粉末の充てん開
始を防止する。

【事象想定】
粉砕機へ保管容器が接続されていない状態でＭＯＸ粉末の充てんを開始し，ＭＯＸ
粉末が機器外で堆積することで，臨界となる条件に達する。

①保管容器を搬送する保管容器移動装置，充てんノズルが定位置で停
止し，容器と接続（定位置で停止しない場合の異常警報および自動運転
停止）：24回
②保管容器の充てん位置を検知し，ウラン・プルトニウム混合酸化物粉
末の充てん条件信号を発するインターロック（安重）：２系列
③運転員の間接目視による保管容器の接続状態の確認：１名×８回
（保管容器の充てん開始前確認）
④製品分析のためのMOX粉末試料の採取時におけるMOX粉末漏えい
の有無の確認：２名×２回
⑤保管容器への充てん量が規定時間以内に規定量に到達しない場合
の異常警報および自動運転の停止：８回
⑥放管員による保管容器を取り扱う部屋に設置された中性子エリアモニ
タの指示値の確認：３回
⑦運転員が巡視・点検で，MOX粉末を保管容器に充てんする部屋を直
接現場確認：２名×２回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：53回】

補足資料（９）参照

①の搬送機器の制御異常による容器の接続不
良を想定する。
②の容器の接続状態の確認に係るインターロッ
クのにより接続不良を検知し，充てんが開始さ
れないことから，臨界は発生しない

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
保管容器への１回あたりの充てん量は，約9kgPuであ
り，現実的な含水率におけるＭＯＸ粉末の未臨界質量
（約70kgPu）を超えるＭＯＸ粉末の漏えいが生じるに
は，８回の充てんを必要とする。
この間に③，④の確認により異常を検知し，運転員が
充てんを停止する。さらに、⑤により漏えいにより容器
内のMOX粉末重量が増加しないことで規定時間内で
の充てん未完了の警報により充てん工程が停止す
る。
また，最初の充てんから８回目の充てん開始までの
時間は，約56時間であり，この間に実施する⑥，⑦の
確認によって，漏えいを検知することができる。
以上のような確認等により臨界に至ることを防止でき
る。
なお，③，④，⑥，⑦の確認は，複数の当直の運転
員，放射線管理員が実施する。

発生しない

（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止しまたは停止させ，
それ以降の処理運転の継続が困難な場
合（作業環境的に不可能な場合を含む）
に該当

保管容器１容器に充てんするMOX粉末の
全量（９kgPu）が漏えいしても臨界には至
らない。MOX粉末が容器から漏えいした
場合，規定時間のうちに保管容器の充て
ん量が規定量に到達しないことで，異常
警報が発報するとともに充てんが停止し，
次工程に進まない。さらにMOX粉末の漏
えいにより，次の充てんを行うための保管
容器の設置ができず，更なる事象進展は
想定されない。以上のことから，本事象に
おいては臨界事故は発生しない。

C-20
ウラン・プルトニウム
混合脱硝設備

粉末充てん機

【運転，臨界管理の概要】
粉末充てん機へ粉末缶を接続し，粉末缶にMOX粉末を充てんする。粉末缶の充て
ん位置を検知し，ウラン・プルトニウム混合酸化物粉末の充てん条件信号を発する
インターロック（安重）により粉末缶が接続されていない状態でのＭＯＸ粉末の充てん
を防止する。

【事象想定】
粉末充てん機へ粉末缶が接続されていない状態でＭＯＸ粉末の充てんを開始し，Ｍ
ＯＸ粉末が機器外で堆積することで，臨界となる条件に達する。

①粉末缶を搬送する粉末缶移送装置，充てんノズルが定位置で停止
し，容器と接続（定位置で停止しない場合の異常警報および自動運転停
止）：36回
②粉末缶の充てん位置を検知し，ウラン・プルトニウム混合酸化物粉末
の充てん条件信号を発するインターロック（安重）：２系列
③運転員の目視による粉末缶の接続状態の確認：１名×12回（充てん
の開始の都度確認）
④粉末缶への充てん量が規定時間以内に規定量に到達しない場合の
異常警報および自動運転の停止：12回
⑤製品分析のためのMOX粉末試料の採取時におけるMOX粉末漏えい
の有無の確認：２名×２回
⑥放管員によるMOX粉末を粉末缶に充てんする部屋に設置された中性
子エリアモニタの指示値の確認：１回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：67回】

補足資料（10）参照

①の搬送機器の制御異常による容器の接続不
良を想定する。
②の容器の接続状態の確認に係るインターロッ
クのにより接続不良を検知し，充てんが開始さ
れないことから，臨界は発生しない

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
粉末缶への１回あたりの充てん量は，約6kgPuであ
り，現実的な含水率におけるＭＯＸ粉末の未臨界質量
（約70kgPu）を超えるＭＯＸ粉末の漏えいが生じるに
は，12回の充てんを必要とする。
この間に③の確認により異常を検知し，運転員が充
てんを停止することで臨界に至ることを防止可能でき
る。さらに、④により漏えいにより粉末缶内のMOX粉
末重量が増加しないことで規定時間内での充てん未
完了の警報により充てん工程が停止する。
また，最初の充てんから12回目の充てん開始までの
時間は，約17時間であり，この間に実施する⑤，⑥の
確認によって，漏えいを検知することができる。
なお，③，⑤の確認は，複数の当直の運転員が実施
する。

発生しない

（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止しまたは停止させ，
それ以降の処理運転の継続が困難な場
合（作業環境的に不可能な場合を含む）
に該当

粉末缶１缶に充てんするMOX粉末の全量
（ ６kgPu ）が漏えいしても臨界には至らな
い。 MOX粉末が容器から漏えいした場
合，規定時間のうちに粉末缶の充てん量
が規定量に到達しないことで，異常警報
が発報するとともに充てんが停止し，次工
程に進まない。さらにMOX粉末の漏えい
により，次の充てんを行うための保管容
器の設置ができず，更なる事象進展は想
定されない。以上のことから，本事象にお
いては臨界事故は発生しない。

C-21
ウラン・プルトニウム
混合脱硝設備

粉末調整グローブ
ボックス

【運転，臨界管理の概要】
粉末調整グローブボックスのMOX粉末の質量は，グローブボックスへのMOX粉末の
挿入及びグローブボックスからの払出時に行うMOX粉末質量の秤量値の積算により
管理する。秤量は，1回の挿入又は払出あたりに2回実施するとともに，秤量器を使
用する前に校正を行う。また，秤量値は複数の運転員が確認する。粉末調整グロー
ブボックスへのMOX粉末の挿入は，所定の容器を使用することで１回あたりの挿入
量は gPuを超えない。

【事象想定】
粉末調整グローブボックスへ，質量制限を超えるＭＯＸ粉末の搬入を行うことで，臨
界となる条件に達する。

①グローブボックスへ搬入前のMOX粉末の質量の秤量および積算質量
が制限値を超えないことの確認：２名×150回（キャンペーン終了後の搬
入時に確認すると想定）
②グローブボックスへのMOX粉末搬入後のMOX粉末質量の秤量および
グローブボックス内のMOX粉末の在庫（積算）管理：２名×150回
③巡視・点検におけるグローブボックス内のMOX粉末貯蔵容器の確認：
２名×150回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：300回以上】

補足資料（11）参照

①のグローブボックスへ搬入するＭＯＸ粉末質
量の制限値の確認における誤りを想定する。
ただし，１回の搬入で想定される質量では，制
限質量に達することはなく，制限質量までに非
常に多くの回数の搬入を必要とし，②の搬入後
の確認において搬入時に誤りがあれば是正で
きることから，臨界は発生しない。

左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
粉末調整グローブボックスへ搬入するＭＯＸ粉末が，
含水率が高い場合のＭＯＸ粉末の未臨界質量（約
14.9kgPu）を超えるＭＯＸ粉末が搬入されるまでには，
約70年の期間を要する。
ＭＯＸ粉末の搬入にあたっては，使用前の秤量器の
校正，ＭＯＸ粉末質量の搬入予定量，搬入後の合計
量の確認を複数の運転員で実施しており，粉末調整
グローブボックスへ質量制限を超えてＭＯＸ粉末が搬
入されるには非常に多く（300回以上）の失敗が必要
であり，この間に実施する③の巡視・点検において，
想定以上の容器が搬入されていることが確認できるこ
とから，臨界に至ることはない。（また、①、②は、期間
を開けて実施される作業であり、運転員が交代するこ
とから、継続的に失敗を繰り返す可能性はない。）

発生しない

（ロ）直接目視または間接目視により設備
の状態の確認を複数の要員が多数回実
施する場合に該当
（ニ）臨界となる条件に達するまでに非常
に多数の機能喪失，誤操作等を必要とす
る場合に該当

粉末調整GBで取り扱うMOX粉末量は，通
常，未臨界質量に比べ十分に少ない量を
制限として管理している。粉末調整ＧＢへ
の移送が必要なMOX粉末の発生する頻
度，量はともに少ないことから，粉末調整
ＧＢへMOX粉末を挿入する前に行うMOX
粉末重量の秤量および挿入後のMOX粉
末重量の確認等における失敗を想定して
も，粉末調整ＧＢ内のMOX粉末量が未臨
界質量を超えるには，非常に多数回の
誤った挿入を繰り返す必要があることか
ら，本事象においては臨界事故は発生し
ない。

j1990006
テキストボックス
については商業機密の観点から公開できません。
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共通想定条件 臨界事故に対する想定 想定

C-22
ウラン・プルトニウム
混合酸化物貯蔵設
備

貯蔵ホール

【運転，臨界管理の概要】
質量管理として各ホールに混合酸化物貯蔵容器１本を収納すること及び混合酸化
物貯蔵容器の貯蔵時の面間最小距離を確保する機器である。
混合酸化物貯蔵容器へ収納するＭＯＸ粉末は，Ｐｕ／Ｕ比が１．５を超えないように
混合槽で溶液を調整し，分析によりＰｕ／Ｕ比を確認した上で，脱硝装置へ移送して
製造する。混合槽から脱硝装置への移送経路上の移送機器は，施錠管理を行う。
また，混合酸化物貯蔵容器へ収納するＭＯＸ粉末の質量は，所定の質量以下に管
理する。粉末缶に充てんするＭＯＸ粉末の質量は，粉末充てん第１秤量器及び粉末
充てん第２秤量器（安重）で確認する。

【事象想定】
＜Pu/U比間違い＞
上流の混合槽でＰｕ／Ｕ比の高い溶液を脱硝したＭＯＸ粉末を製造し，それを充てん
した混合酸化物貯蔵容器を貯蔵ホールへ貯蔵することで臨界に至る。

＜Pu/U比間違い＞
①混合槽における混合溶液の調整における液位の確認：３貯槽×各１
回×６回混合分
②溶液中のＰｕ／Ｕ比の分析結果の確認（施錠管理）：３名×６回混合
分
③硝酸プルトニウム溶液だけ計画より多量に送液することから，精製建
屋の運転員が移送計画と異なることを確認：1名×１回
④放管員による混合溶液及び粉末を取り扱う部屋に設置された中性子
エリアモニタの指示値の確認：36回
主要な臨界防止機能：②
【臨界防止に係る確認等の数：73回】

補足資料（12）参照

＜Pu/U比間違い＞
①の混合槽における混合溶液の調整失敗を想
定する。
②の混合溶液中のＰｕ／Ｕ比の分析による確認
により，異常に気付き脱硝運転を停止すること
から，臨界に至らない。

＜Pu/U比間違い＞
左記①に加え，②の機能喪失を想定する。
②の分析による確認における失敗により，Pu/U比が
制限を満足しないＭＯＸ粉末が製造されるが，貯蔵
ホールで臨界に至るにはPu/U比を誤ったＭＯＸ粉末
を充てんした混合酸化物貯蔵容器が多数（40体以上）
必要であり，このためには６回の混合操作において
Pu/U比を間違える必要がある。一方，Pu/U比を誤っ
た溶液でＭＯＸ粉末を製造する場合，計画より多量の
硝酸プルトニウム溶液が消費され，脱硝処理が継続
できないため，臨界に至ることはない。
また，放管員の実施する④の確認により異常を検知
し，脱硝操作を停止することで臨界に至ることを防止
できる。

発生しない

(ｲ)臨界に至ることを防止する機能が喪失
した場合に想定される設備の状態におい
て処理運転が停止しまたは停止させ、そ
れ以降の処理運転の継続が困難な場合
（作業環境的に不可能な場合を含む）

１回の混合操作で混合比を誤って調整し
た溶液を全てMOX粉末として混合酸化物
貯蔵容器に入れて貯蔵ホールへ収納して
も臨界には至らない。一方，混合槽に硝
酸プルトニウム溶液のみを送液すると，硝
酸プルトニウム貯槽の想定を超える液位
の低下及び硝酸ウラニル貯槽の液位が
低下していないことで運転員が異常に気
付くとともに，気付かなかった場合でも硝
酸プルトニウム貯槽において硝酸プルト
ニウム溶液が不足することで脱硝処理運
転が継続できなくなることから，本事象に
おいては臨界事故は発生しない。

＜粉末缶への過充てん＞
所定の質量を超えるＭＯＸ粉末を充てんした混合酸化物貯蔵容器を貯蔵ホールへ
貯蔵することで臨界となる条件に達する。

＜粉末缶への過充てん＞
①粉末充てん第１秤量器及び粉末充てん第２秤量器（安重）：２系列
②粉末缶への充てん量が規定時間以内に規定量に到達しない場合の
異常警報および自動運転の停止：108回
③運転員による秤量値確認：1名×216回（貯蔵容器36体×粉末缶3缶
×秤量器2基）
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：218回】

補足資料（12）参照

＜粉末缶への過充てん＞
①の機能喪失によりＭＯＸ粉末の質量を超過し
た混合酸化物貯蔵容器を貯蔵ホールへ収納す
る可能性があるが，貯蔵ホールで臨界に至るに
はMOX粉末の質量が超過した多数（36体，約30
日間）の混合酸化物貯蔵容器の収納が必要で
ある。
粉末缶へのMOX粉末の過充てんが発生した場
合，他の粉末缶においてMOX粉末量の不足が
発生することから，粉末缶への充てん量が規定
量に到達せず，②の異常警報が発報し自動運
転が停止する。
また，③の粉末缶へのＭＯＸ粉末の充てん過程
における秤量器の指示値の変化（空状態，充て
ん途中の変化，充てん完了後）および第１秤量
器，第２秤量器の指示値の差異を複数の当直
の運転員が確認することで異常に気付くことが
できるため，臨界に至るまで，過充てんされた
貯蔵容器の収納を継続を止めることから臨界に
至らない。

＜過充てん＞
同左

発生しない

（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止または停止させ，そ
れ以降の処理運転の継続が困難な場合
（作業環境的に不可能な場合を含む）に
該当

MOX粉末を過剰に充てんした粉末缶を混
合酸化物貯蔵容器に入れて貯蔵ホール
へ収納した場合，貯蔵ホールで臨界に至
るには質量が超過した多数（36体，約30
日間）の混合酸化物貯蔵容器が必要であ
る。この間，③の粉末缶へのＭＯＸ粉末の
充てん過程における秤量器の指示値の
変化（空状態，充てん途中の変化，充て
ん完了後）および第１秤量器，第２秤量器
の指示値の差異を複数の当直の運転員
が確認することで異常に気付き，処理を
停止することができるため，本事象におい
ては臨界事故は発生しない。

C-23 分析設備 濃縮操作ボックス

【運転，臨界管理の概要】
質量管理機器である濃縮操作ボックス内のプルトニウムの質量は，濃縮操作ボック
スへのプルトニウム溶液の移送及びボックスからの払出時に行うプルトニウム質量
の積算により管理する。プルトニウムの質量は，プルトニウム濃度の分析結果と送
液量から計算する。プルトニウム濃度の分析は，逐次平行分析を行う。また，プルト
ニウム溶液移送後のボックス内のプルトニウム質量は複数の運転員で確認する。

【事象想定】
質量管理における誤認において未臨界質量を超えるプルトニウムを濃縮操作ボック
スへ移送しても，濃縮操作ボックス内に設置する機器は容積が小さく，仮に濃縮操
作ボックスへ過剰な量のプルトニウムを供給しても臨界に至ることはない。

― ― ―
―
（発生しな
い）

（物理的に発生しない）

C-24 分析設備 抽出操作ボックス

【運転，臨界管理の概要】
質量管理機器である抽出操作ボックス内のプルトニウムの質量は，抽出操作ボック
スへのプルトニウム溶液の移送及びボックスからの払出時に行うプルトニウム質量
の積算により管理する。プルトニウムの質量は，プルトニウム濃度の分析結果と送
液量から計算する。プルトニウム濃度の分析は，逐次平行分析を行う。また，プルト
ニウム溶液移送後のボックス内のプルトニウム質量は複数の運転員で確認する。

【事象想定】
質量管理における誤認において未臨界質量を超えるプルトニウムを抽出操作ボック
スへ移送しても，抽出操作ボックス内に設置する機器は容積が小さく，仮に抽出操
作ボックスへ過剰な量のプルトニウムを供給しても臨界に至ることはない。

― ― ―
―
（発生しな
い）

（物理的に発生しない）
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臨界事故に係る機能喪失想定に基づく事象抽出 添付資料(2)
『想定分類ｄ）静的機器の損傷及び漏えい検知機能の喪失』の想定における抽出機器
No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定（精査中） 想定

d-1
プルトニウム精製設
備

プルトニウム精製
塔セル漏えい液
受皿

【運転，臨界管理の概要】
核燃料物質濃度が未臨界濃度を超える溶液を連続的に移送する配管を有する漏え
い液受皿では，連続移送配管からの漏えいの継続により，漏えい液受皿内の溶液
（漏えい液）の液厚が核的制限値を超えることがないよう，漏えい検知装置（安重）に
より漏えいの有無を監視し，漏えいを確認した場合は速やかに溶液の移送を停止す
る措置を講じる。

【想定事象】
連続移送配管からの溶液の漏えいが発生し，さらに漏えい検知装置の機能喪失を
想定した場合，漏えい液受皿内の溶液の液厚が上昇し，臨界となる液厚に達する。

①漏えい検知装置（安重）：２系列
②運転員による漏えい検知装置の指示値の確認：１０回（２時間毎）
③運転員によるプロセスパラメータの監視：１0回（２時間毎）および工程
停止のインターロック：１セット
④間接目視（カメラ等）を用いた運転員による漏えい液受皿の集液部の
溶液の有無の確認：10回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：33回以上】

補足資料（13）

単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管か
らの漏えい）を想定する。
ただし，①の漏えい検知装置の機能により，漏
えいを検知し，溶液の移送を停止することから，
漏えい液の液位は臨界となる液位には至らな
い。

左記の配管からの漏えいに加えて①の機能喪失を想
定する。さらに②の機能の喪失を想定する。

臨界となる液位（核的制限値）に達するまでには，配
管全破断時で約２０時間の時間余裕があり，③パル
スカラムの液位計，界面計，中性子モニタ，パルスカ
ラム間に設置されている流量計測ポットの流量計，
バッファチューブの液位計，エアリフトポンプ供給圧縮
流量等の変動を監視し運転員が工程を停止する。さ
らに，流量計測ポットの流量低（通常より20％低い流
量指示値が継続）により警報が発報し，インターロック
作動により自動で工程が停止することから，漏えいが
停止し，臨界に至ることはない。
また，少量漏えい時（送液量の20％未満の漏えい時）
においては，約100時間以上の時間余裕があり，④複
数の運転員が間接目視（カメラ等）により漏えい液受
皿の集液部の溶液の有無の確認（50回以上）し工程
を停止することから，臨界に至ることはない。

発生しない
（自主措置）

通常漏えい時（送液量の20％以上）
（イ）臨界に至ることを防止する機能が喪
失した場合に想定される設備の状態にお
いて処理運転が停止しまたは停止させ，
それ以降の処理運転の継続が困難な場
合（作業環境的に不可能な場合を含む）
に該当

インターロックの作動により工程が自動的
に停止することにより，臨界となる液位に
達するまでの時間余裕内に十分漏えいを
停止できることから，臨界事故は発生しな
い。

少量漏えい時（送液量の20％未満の漏え
い時）
（ロ）直接目視または間接目視により設備
の状態の確認を複数の要員が多数回実
施する場合に該当

複数の運転員が間接目視（カメラ等）によ
り漏えい液受皿の集液部の溶液の有無
の確認し工程を停止することにより，臨界
となる液位に達するまでの時間余裕内に
十分漏えいを停止できることから，臨界事
故は発生しない。

d-2
プルトニウム精製設
備

放射性配管分岐
第１セル漏えい液
受皿１

（同上）

①漏えい検知装置（安重）：２系列
②運転員による漏えい検知装置の指示値の確認：１５回（２時間毎）
③運転員によるプロセスパラメータの監視：９０回（２時間毎）および工程
停止のインターロック：１セット
④間接目視（カメラ等）を用いた運転員による漏えい液受皿の集液部の
溶液の有無の確認：１５回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：123回以上】

補足資料（13）

単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管か
らの漏えい）を想定する。
ただし，①の漏えい検知装置の機能により，漏
えいを検知し，溶液の移送を停止することから，
漏えい液の液位は臨界となる液位には至らな
い。

左記の配管からの漏えいに加えて①の機能喪失を想
定する。さらに②の機能の喪失を想定する。

臨界となる液位（核的制限値）に達するまでには配管
全破断時で約３１時間の時間余裕があり，③補助油
水分離槽への供給流量，TBP洗浄器への供給流量，
TBP洗浄器の中性子モニタ，プルトニウム溶液受槽の
液位等の変動を監視し運転員が工程を停止する。さ
らに，プルトニウム溶液受槽での増液量低下（通常よ
り20％低い増液量指示値が継続）により警報が発報
し，インターロック作動により自動で工程が停止するこ
とから漏えいが停止し，臨界に至ることはない。
また，少量漏えい時（送液量の20％未満の漏えい時）
においては，約155時間以上の時間余裕があり，④複
数の運転員が間接目視（カメラ等）により漏えい液受
皿の集液部の溶液の有無の確認（77回以上）し工程
を停止することから，臨界に至ることはない。

発生しない
（自主措置）

（同上）

d-3
プルトニウム精製設
備

放射性配管分岐
第１セル漏えい液
受皿２

（同上）

①漏えい検知装置（安重）：２系列
②運転員による漏えい検知装置の指示値の確認：１１回（２時間毎）
③運転員によるプロセスパラメータの監視：１１回（２時間毎）および工程
停止のインターロック：１セット
④間接目視（カメラ等）を用いた運転員による漏えい液受皿の集液部の
溶液の有無の確認：１１回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：36回以上】

補足資料（13）

単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管か
らの漏えい）を想定する。
ただし，①の漏えい検知装置の機能により，漏
えいを検知し，溶液の移送を停止することから，
漏えい液の液位は臨界となる液位には至らな
い。

左記の配管からの漏えいに加えて①の機能喪失を想
定する。さらに②の機能の喪失を想定する。

臨界となる液位（核的制限値）に達するまでには配管
全破断時で約２３時間の時間余裕があり，③プルトニ
ウム濃縮缶の液位，供給ゲデオンの流量，プルトニウ
ム濃縮缶供給槽の液位等の変動を監視し運転員が
工程を停止する。さらに，プルトニウム濃縮缶の液位
低（通常より20％低い液位指示値が継続）により警報
が発報し，インターロック作動により自動で工程が停
止することから漏えいが停止し，臨界に至ることはな
い。
また，少量漏えい時（送液量の20％未満の漏えい時）
においては，約115時間以上の時間余裕があり，④複
数の運転員が間接目視（カメラ等）により漏えい液受
皿の集液部の溶液の有無の確認（57回以上）し工程
を停止することから臨界に至ることはない。

発生しない
（自主措置）

（同上）
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No. 設備名 機器名 設備の使用方法および想定事象の概要 臨界防止機能 設計上定める条件より厳しい条件想定時の結果 臨界事故 想定根拠

（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待できる防止措置を整
理）

共通想定条件 臨界事故に対する想定（精査中） 想定

d-4
プルトニウム精製設
備

プルトニウム濃縮
缶供給槽セル漏
えい液受皿

（同上）

①漏えい検知装置（安重）：２系列
②運転員による漏えい検知装置の指示値の確認：９回（２時間毎）
③運転員によるプロセスパラメータの監視：９回（２時間毎）および工程
停止のインターロック：１セット
④間接目視（カメラ等）を用いた運転員による漏えい液受皿の集液部の
溶液の有無の確認：９回
主要な臨界防止機能：①
【臨界防止に係る確認等の数：30回以上】

補足資料（13）

単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管か
らの漏えい）を想定する。
ただし，①の漏えい検知装置の機能により，漏
えいを検知し，溶液の移送を停止することから，
漏えい液の液位は臨界となる液位には至らな
い。

左記の配管からの漏えいに加えて①の機能喪失を想
定する。さらに②の機能の喪失を想定する。

臨界となる液位（核的制限値）に達するまでには配管
全破断時で約１９時間の時間余裕があり，③プルトニ
ウム濃縮缶の液位，供給ゲデオンの流量，プルトニウ
ム濃縮缶供給槽の液位等の変動を監視し運転員が
工程を停止する。さらに，プルトニウム濃縮缶の液位
低により警報が発報し，インターロック作動により自動
で工程が停止することから漏えいが停止し，臨界に至
ることはない。
また，少量漏えい時（送液量の20％未満の漏えい時）
においては，約95時間以上の時間余裕があり，④複
数の運転員が間接目視（カメラ等）により漏えい液受
皿の集液部の溶液の有無の確認（47回以上）し工程
を停止することから臨界に至ることはない。

発生しない
（自主措置）

（同上）

d-5
プルトニウム精製設
備

油水分離槽セル
漏えい液受皿
プルトニウム溶液
一時貯槽セル漏
えい液受皿

（同上）

①漏えい検知装置（安重）：２系列
②漏えい検知装置（非安重）：１系列
③運転員による漏えい検知装置の指示値の確認：１１回（２時間毎）
④運転員によるプロセスパラメータの監視：３３回（２時間毎）および工程
停止のインターロック：１セット
⑤間接目視（カメラ等）を用いた運転員による漏えい液受皿の集液部の
溶液の有無の確認：１１回
主要な臨界防止機能：①および②
【臨界防止に係る確認等の数：59回以上】

補足資料（13）

単一の配管破断＋回収系の単一故障（配管か
らの漏えい）を想定する。
ただし，①および②の漏えい検知装置の機能に
より，漏えいを検知し，溶液の移送を停止するこ
とから，漏えい液の液位は臨界となる液位には
至らない。

左記の配管からの漏えいに加えて①および②の機能
喪失を想定する。さらに③の機能の喪失を想定する。

臨界となる液位（核的制限値）に達するまでには配管
全破断時で約２３時間の時間余裕があり，④プルトニ
ウム濃縮缶の液位，供給ゲデオンの流量，プルトニウ
ム濃縮缶供給槽の液位等の変動を監視し運転員が
工程を停止する。さらに，プルトニウム濃縮缶の液位
低（通常より20％低い液位指示値が継続）により警報
が発報し，インターロック作動により自動で工程が停
止することから漏えいが停止し，臨界に至ることはな
い。
また，少量漏えい時（送液量の20％未満の漏えい時）
においては，約115時間以上の時間余裕があり，⑤複
数の運転員が間接目視（カメラ等）により漏えい液受
皿の集液部の溶液の有無の確認（57回以上）し工程
を停止することから臨界に至ることはない。

発生しない
（自主措置）

（同上）



前処理建屋におけるアルカリ洗浄 

補足資料（１） 

1 

全体 
「、」「，」へ修正 



（作業目的） 

溶解槽などに付着したＦＰをアルカリ試薬で洗浄することにより，溶解性能を回復するために実施
する。 

 
（実施頻度） 
年１回 

 
（作業概要） 

アルカリ洗浄を実施する前に，工程内のプルトニウムを払い出しを実施し，工程内に有意な量のプ
ルトニウムが無いことを確認する。その後，酸洗浄とドレイニングを実施し，プルトニウムを更に払
いだす。臨界防止に係る処置等を記載したアルカリ洗浄計画を策定する。計画の承認後，硝酸の
張り込み，純水の張り込みを実施した後にアルカリ試薬にて洗浄する。洗浄で発生したアルカリ洗
浄廃液を払いだした後，酸洗浄を実施し，硝酸を工程内に張り込み完了する。 

2 



せん断・溶解終了 

溶解液ドレイニング ①,②,③  

酸洗浄（１回目） ① 

アルカリ洗浄計画の策定 

前処理建屋におけるアルカリ洗浄の主な実施手順（１／２） 

張り込み硝酸の準備 ② 

純水張り込み  ① 

アルカリ洗浄に
て臨界事故が
発生する可能
性のある操作 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 

②，③  ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×２名（統括当直長１名＋分析
当直長１名）＝10名 

１直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（分析当直長１名）＝３名 
（系統図の   ） 

①，②，③ ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２名（統括当直長１名＋分析当
直長１名）＝８名 

経路外の施錠  

①②③は，系統図の機器を示している 

② ２直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（統括当直長１名）＝５名 

① １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（統括当直長１名） ＝３名 

・計画の作成・承認（施設課担当者１名＋前処理課長１名＋核燃料取扱主任者１名
＝３名） 

酸洗浄の分析結果や機器のパラメータなどからアルカリ洗浄対象貯槽及び経路外
の貯槽（中継槽及び計量前中間貯槽）からプルトニウムが排出されたことを核燃料
取扱主任者を含む複数の要員が確認した後に，アルカリ洗浄計画を承認する。 

② ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（統括当直長１名） ＋２直×１名（分
析当直長１名） ＝９名 
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① １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×２名（統括当直長１名＋分析当直
長１名）＝４名 

酸洗浄（２回目） ①，② ①，② ３直×２名（当直長１名＋当直員１名） ＋２直×１名（統括当直長１名）＋３
直×１名（分析当直長１名） ＝11名 

ドレイニング ②，③ 

経路外の施錠 ②  

次頁へ 

酸性化に必要な硝酸量を保有していることを確認 

フローの注釈（※）削除し，左の作業人数の下へ補足とし
て追加 
目的の追加 

アルカリ洗浄を実施する前に，工程内のプルトニウムを払い出しを実施
し，工程内に有意な量のプルトニウムが無いことを確認した後，さらに
酸洗浄を実施し，洗浄廃液についても有意な量のプルトニウムがない
ことを確認する。 

中継槽および計量前中間貯槽のプルトニウムが有意な量以下であることを確認 



アルカリ洗浄 ① 

アルカリ洗浄廃液のドレイニング①，②  

酸洗浄 ① 

ドレイニング 

最終液張り  ① 

前処理建屋におけるアルカリ洗浄の主な実施手順（２／２） 

アルカリ洗浄に
て臨界事故が
発生する可能
性のある操作 

臨界事象発生防止の操作等に関わる延べ人数は74名 

①②③は，系統図の機器を示している 

①，② ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋３直×１名（分析当直長１名） ＝11名 

供給した水酸化ナトリウム溶液量を正確に把握するため，
溶解槽等の密度計指示レベルまで純水を張り込む。 

アルカリ試薬の調整および溶解槽等への張り込
み  ① 

アルカリ試薬供給量の管理を行い，中継槽で酸性化される量であることを確認 

① ２直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×１名（統括当直長１名）＋２直×１
名（分析当直長１名） ＝７名 

中継槽で酸性化されていることを確認 
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前頁より 

フローの注釈（※）削除し，左の作業人数の下へ補足とし
て追加 



不溶解残渣回収槽 

アルカリ洗浄廃液は
予め硝酸＋Gdを張り

込んだ中継槽へ移送
し，中和する。 

アルカリ洗浄廃液 

中和廃液（酸） 

①溶解槽 ①第1よう素 

追出し槽 清澄機 

①第2よう素 
追出し槽 

②中継槽 

アルカリ洗浄廃液処理
運転終了後の清澄機洗
浄液(純水)は不溶解残

渣廃液一時貯槽へ移送
する。 

③計量前中
間貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

キャンペーン終了後
の酸および水洗浄液
は，計量・調整槽以降
に払出ししておく 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

前処理建屋のアルカリ洗浄時における系統図 

経路外の貯槽 

凡例 
   ：臨界事故想定事象および対象機器 5 

ガラス固化建屋 
第１，第２項レベル濃縮廃液貯槽へ 



不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

プルトニウムを含む溶液の流れ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

１.溶解液ドレイニング（１～３直） 

（操作に関与する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２名（統括当直長１名＋分析当直長
１名）＝８名） 

 

溶解液は，分離建屋以降に払い出す。 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 

第2よう素 
追出し槽 

アルカリ洗浄対象機器 

ドレイニング完了時は，有意なプルトニウムの量以下である 

キャンペーン終了後
に溶解液の払出し，
および酸洗浄済み。 

アルカリ洗浄の対
象外の系統であっ
ても溶解液は払い
だす。 
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ガラス固化建屋 
第１，第２項レベル濃縮廃液貯槽へ 

①分析結果（酸濃度および同位体組
成/逐次並行分析）の確認と開錠申
請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名＋統括当直長１名による分
析結果の確認 

＜４名の確認＞ 



２.経路外の施錠（４直）

（操作に関与する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（分析当直長１名）＝３名） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統）

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 

第2よう素 
追出し槽 

アルカリ洗浄対象機器

②誤移送となる経路外へ
のラインを施錠する。

①分析結果（Pu濃度）の確認
★分析（１回の分析）

★分析当直長１名＋当直員１名
＋当直長１名による分析結果の
確認

＜３名の確認＞ 

凡例 
青字：系統内からPuを払い出す操作 
赤字：系統内からPuがないことを確認する操作 

：防止機能 

：特に重要な防止機能 
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①分析結果（Pu濃度）の確認
★分析（１回の分析）

★分析当直長１名＋当直員１名
＋当直長１名による分析結果の
確認

＜３名の確認＞ 



３.酸洗浄（１回目）（５直） 

（操作に関与する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×２名（統括当直長１名＋分析当
直長１名）＝４名） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

②分析結果（供給硝酸の酸濃度）の確
認と開錠申請手続き 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名＋統括当直長１名による分析
結果の確認 

＜４名の確認＞ 

③硝酸の 
移送・洗浄 

③硝酸の移送・洗浄 

③硝酸の移送・洗浄 

～ 

～ 

～ 

～ 

④洗浄廃液の 
移送 
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４.酸洗浄（２回目）（６～８直） 

（操作に関与する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名） ＋２直×１名（統括当直長１名）＋３直
×１名（分析当直長１名） ＝11名） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

②分析結果（供給硝酸の酸濃度）の確認
と開錠申請手続き 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直
長１名＋統括当直長１名による分析結果
の確認 

＜４名の確認＞ 

③硝酸の 
移送・洗浄 

③硝酸の移送・洗浄 

③硝酸の移送・洗浄 

～ 

～ 

～ 

～ 

⑥洗浄廃液の 
中継槽へ移送 

⑧分析結果（Pu濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長１
名による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度／逐次平行分
析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（2回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名＋統括当直長１名による分析
結果の確認 

＜４名の確認＞ 
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５.ドレイニング（９～１２直） 

（操作に関与する人数 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×２名（統括当直長１名＋
分析当直長１名）＝10名） 

 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①移送 

①移送 

②移送 

③④分析結果（逐次平行分析）の
確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名
＋当直長１名＋統括当直長１名
による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

⑤移送 
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６.アルカリ洗浄計画の策定（１２～１３直） 

（操作に関与する人数 施設課担当者１名＋前処理課長１名＋核燃料取扱主任者１名＝３名） 

 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

有意なPuがないことを分析

結果，液位の情報などから
確認する 

有意なPuがないことを分析結果，液位の情報などから確認する。 
（担当者，前処理課長，核燃料取扱主任者） 
アルカリ洗浄計画を承認する。 

＜３名の確認＞ 

有意なPuがないことを分析

結果，液位の情報などから
確認する 

有意なPuがないことを分析

結果，液位の情報などから
確認する 11 

アルカリ洗浄計画の「①」削除 



７.経路外の施錠（１３～１４直） 

（操作に関与する人数 ２直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（統括当直長１名）＝５名） 

 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 

第2よう素 
追出し槽 

アルカリ洗浄対象機器 

②誤移送となる経路外へ
のラインを施錠する。 

①統括当直長はアルカリ洗浄の開始の指示をする 
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８．張り込み硝酸の準備（１４～１６直） 

（操作に関与する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（統括当直長１名） ＋２直×１名
（分析当直長１名） ＝９名） 

 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

②③分析結果（Gdおよび酸濃度／逐次並行分析）の確認と開
錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長１名＋統括当直長１
名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

④アルカリ洗浄廃液の中和・
酸性化用の硝酸の移送 

～ 

～ 

⑤硝酸の液量確認 
⑥分析結果（中継槽の酸濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長１
名による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

①可溶性中性子吸収材入
硝酸の調整 
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９．溶解槽等への純水供給（１６直） 

（操作に関与する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１名（統括当直長１名） ＝３名） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統）

アルカリ洗浄対象機器

①②③純水の規定量の供給
と液量確認 

①４．酸洗浄（２回目）後の分析結
果（溶解槽のPu濃度）の確認と開
錠申請手続き

★当直員１名＋当直長１名＋統
括当直長１名による分析結果の
確認

＜３名の確認＞ 

14 

～ 

～ 

～ 

～ 



10.アルカリ試薬の調整（１６～１７直） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

②分析結果（アルカリ試薬のアル
カリ濃度／逐次並行分析）の確認 
★分析（２回の分析） ①洗浄用アルカリ試薬の調整 
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１１.アルカリ試薬の溶解槽等への張り込み（17～18直） 

（操作に関与する人数 ２直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×１名（統括当直長１名）＋２直
×１名（分析当直長１名） ＝７名） 

 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①分析結果（溶解槽内のPu濃度/逐次平行分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長１名＋統括当直長１名による分
析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

②アルカリ
試薬の規定
量の供給 

～ 

～ 

～ 

～ 

③分析結果（アルカリ濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直
長１名による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 
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12.アルカリ洗浄の実施（19～21直） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 

第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①加熱洗浄を実施する 
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13.アルカリ洗浄廃液のドレイニング（２２～２５直） 

（操作に関与する人数 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋３直×１名（分析当直長１名） ＝11名） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 

第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①分析結果（アルカリ濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直
長１名による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

②アルカリ洗浄廃液の移送 

③貯留していた硝酸と移送されて
きたアルカリ洗浄廃液を中和・酸
性化させ，分析結果（酸濃度）を確
認する。 

なお，溶解槽，第１／第２よう素追
出し槽より移送された都度分析を
行う。 
★分析（１回の分析）×２回 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名による分析結果の確認
×２回 

＜６名の確認＞ 

④計量前中間貯
槽に移送 

⑤分析結果（酸濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直
長１名による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 
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14.溶解槽に硝酸を張り込む（２６～２７直） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①分析結果（酸濃度）の確認と開錠申請手続き 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長１名＋
統括当直長１名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

②硝酸の 
供給 

～ 

～ 

～ 

～ 

③液量の確認 
④分析結果（酸濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長
１名による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 
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15.酸洗浄（27～31直） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①硝酸加熱洗浄を行う 
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16.酸洗浄廃液のドレイニング（31～38直） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 

第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①分析結果（酸濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名
＋当直長１名による分析結果の
確認 

＜３名の確認＞ 

②酸洗浄廃液の移送 

③分析結果（酸濃度）を
確認する 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名に
よる分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

④計量前
中間貯槽
に移送 

⑤分析結果（酸濃度）の
確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
による分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

⑥移送 

⑦⑧分析結果（酸濃度および同位体
組成/逐次並行分析）の確認と開錠
申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名＋統括当直長１名による分
析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

⑨移送 
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17.溶解槽に最終張り込み（39直） 

不溶解残渣回収槽 

溶解槽 第1よう素 

追出し槽 清澄機 

第2よう素 
追出し槽 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

計量･調整槽 

計量後中間
貯槽 

分離建屋 
溶解液中間貯槽へ 

清澄機 

中継槽 

計量前中間
貯槽 

経路外の貯槽 

（アルカリ洗浄
対象外の系統） 

アルカリ洗浄対象機器 

①分析結果（酸濃度／逐次並行分析）の確認と
開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★当直員１名＋当直長１名＋統括当直長１名に
よる分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

②硝酸の 
供給 

～ 

～ 

～ 

～ 

③分析結果（酸濃度）の確認 
★分析（１回の分析） 

★分析当直長１名＋による分析
結果の確認 

＜３名の確認＞ 
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分離建屋におけるアルカリ洗浄 

23 

補足資料（２） 



（作業目的） 
パルスカラムなどに付着したFPをアルカリ試薬で洗浄することにより，性能を回復するために実施 
する。 
 
（実施頻度） 

４年に１回の頻度で実施する計画を基本とするが，プロセス状況を監視する中でアルカリ洗浄が必要
だと判断された場合はその都度実施する。 
 
 
（作業概要） 
アルカリ洗浄を実施する前に，Pu／FPフラッシュアウトを実施して工程内に有意な量のプルトニウム

が無いことを確認した後，ウランフラッシュアウト／溶媒フラッシュアウトにより工程内のウラン／溶媒
を払い出し，工程内のドレイニング操作により硝酸を一時貯留処理工程に払いだす。その後，臨界防
止に係る処置等を記載したアルカリ洗浄計画を策定する。計画の承認後，誤移送防止のための施錠
を実施した後，硝酸による酸洗浄，純水洗浄した後，アルカリ試薬にて洗浄する。 
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酸洗浄 

ドレイニング①②③ 

純水洗浄 

アルカリ洗浄 

分離建屋におけるアルカリ洗浄の主な実施手順（１/２） 
アルカリ洗浄を実施する前に，工程内のPu／FPフラッシュアウトを実施して

工程内に有意な量のプルトニウムが無いことを確認してドレイニングした
後，さらに，硝酸，純水による洗浄廃液についても有意な量のプルトニウム
がないことを確認する。 

溶媒フラッシュアウト 

ドレイニング①②③ 

アルカリ洗浄計画の策定  

アルカリ洗浄に
て臨界事故が
発生する可能
性のある操作 

Uフラッシュアウト 

①②③④は，系統図の機器を示している 

担当者１名＋分離課長１名＋核燃料取扱主任者１名＝３名 

経路外の施錠④  

ドレイニング①②③ 

３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋分析当直長２名＝８名 

２直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝４名 

Pu／FPフラッシュアウト④ 

７直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝14名 

７直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋５直×１名（分析当直長１名）
＋３直×１名（統括当直長１名）＝２２名 

１直×１名（当直長１名）＝１名 

１直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名 

６直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋５直×１名（分析当直長１
名）＋３直×１名（統括当直長１名）＝20名 

１直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名 

６直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋５直×１名（分析当直長１
名）＋３直×１名（統括当直長１名）＝20名 

次頁へ 
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フローの注釈（※）削除し，左の作業人数の下へ補足とし
て追加 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 



ドレイニング）①②③ 

純水洗浄 

ドレイニング①②③ 

最終液張り 

臨界事故発生防止の操作等に係る延べ人数は９６名 

前頁より 

分離建屋におけるアルカリ洗浄の主な実施手順（２/２） 

26 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 フローの注釈（※）削除し，左の作業人数の下へ補足とし
て追加 



抽出塔など 

①第８一時貯貯留処理槽 ②第２一時貯留処理槽 

③第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

アルカリ洗浄廃液 

④第３一時貯留処理槽 

分離建屋のアルカリ洗浄時における系統図 

Pu分配塔など 

①第１一時貯留処理槽 ②第７一時貯留処理槽 

～ 

～ 

ア
ル
カ
リ
洗
浄
廃
液

 

ア
ル
カ
リ
洗
浄
廃
液

 

凡例 
   ：臨界事故想定事象および対象機器 27 



抽出塔 

第１洗浄塔 

第2洗浄塔 

補助抽出器 

有機溶媒 

TBP洗浄塔 

希釈剤 

HNO3 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔 

有機溶媒 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
分
配
塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器 

希釈剤 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 
TBP洗浄器 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

有機溶媒 

U4+ 

U4+ HNO3 HNO3 

HNO3 

溶解液の代わりに
硝酸ウラニル溶液
を供給する 

Puが払い出される流れ 

Pu/FPフラッシュアウト 

①溶解液の代わりに硝酸ウラニル溶液を供給する。併せて，一時貯留処理設備か
らPuを含む溶液を処理する。 

②各機器のPu濃度が薄くなりつつ，後段の機器にPuが移送される。 

③ウラン洗浄塔にて，工程内に有意な量のPuがないことを確認する。 

有意な量のPuがないことを２回確認する。 
★分析（２回の分析） 
★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長１名に 
よる分析結果の確認 

＜３名の確認＞ 

１.Pu/FPフラッシュアウト（1-3直） 

操作に関係する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋分析当直長２名＝８名 

一時貯留処理設備よりPuを含む溶液 

分離設備，分配設備及び一次貯留処理設備にプルトニウムを払い出し，アルカ
リ洗浄時に発生するアルカリ廃液とプルトニウムの隔離が完了 

凡例 
青字：系統内からPuを払い出す操作 
赤字：系統内からPuがないことを確認する操作 
     ：防止機能 
     ：特に重要な防止機能 
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抽出塔 

第１洗浄塔 

第2洗浄塔 

補助抽出器 

有機溶媒 

TBP洗浄塔 

希釈剤 

HNO3 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔 

有機溶媒 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
分
配
塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器 

希釈剤 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 
TBP洗浄器 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

有機溶媒 

U4+ 

U4+ HNO3 HNO3 

HNO3 

溶解液の代わりに
硝酸を供給する 

Uフラッシュアウト 

①溶解液の代わりに硝酸を供給する。 

②後段の機器にUが移送される。 

２.Uフラッシュアウト（4-5直） 

操作に関係する人数 ２直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝４名 

 

Uが払い出される流れ 
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抽出塔 

第１洗浄塔 

第2洗浄塔 

補助抽出器 

TBP洗浄塔 

HNO3 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
分
配
塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 
TBP洗浄器 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

U4+ 

U4+ HNO3 HNO3 

HNO3 

溶解液の代わりに
硝酸を供給する 

溶媒フラッシュアウト 

①溶解液の代わりに硝酸を供給する。 

②有機溶媒，希釈剤の供給は停止する。 

③後段の機器に溶媒が移送され，やがて機器内は硝酸を内包する。 

 

３.溶媒フラッシュアウト（5-11直） 

操作に関係する人数 ７直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝14名 
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４.ドレイニング（12～18直） 

操作に関係する人数 ７直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋５直×１名（分析当直長１名）
＋３直×１名（統括当直長１名）＝２２名 
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～ 

抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

①
硝

酸
の

払
い
出
し

 

①
硝
酸
の
払
い
出
し

 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑥移送 

⑨移送 
⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行分析）
の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長
１名＋統括当直長１名による分析結果の
確認 

＜４名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平

行分析）の確認と開錠申請手続
き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
１名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度
/逐次平行分析）の確
認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu
濃度）の確認 
★分析（１回） 

★分析当直長１
名＋当直員１名
＋当直長１名 
＜３名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）の確認 
★分析（１回） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名 
＜３名の確認＞ 

以降の作業で，分離設備，分配設備及び一次貯留処
理設備にプルトニウムが存在しないことを更に確認 

図の貼り直し、修正 



抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

５.アルカリ洗浄計画の策定（19直） 

操作に関係する人数 担当者１名＋分離課長１名＋核燃料取扱主任者１名＝３名 

 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

～ 

有意なPuがないことを分析結果，液位の情報などから確認する。 
（担当者，分離課長，核燃料取扱主任者） 
アルカリ洗浄計画を承認する。 

＜３名の確認＞ 

有意なPuがない

ことを分析結果，
液位の情報など
から確認する 

有意なPuがない

ことを分析結果，
液位の情報など
から確認する 
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抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

６.経路外の施錠（20直） 

操作に関係する人数  １直×１名（当直長１名）＝１名 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

～ 

誤移送とな
る経路外へ
のラインを
施錠する。 
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抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

７.酸洗浄（21直） 

操作に関係する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名 

 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

硝酸を供給し，
洗浄する。 

硝酸を供給し，
洗浄する。 

～ 

～ 
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８.ドレイニング（22～27直） 

操作に関係する人数 ６直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋５直×１名（分析当直長１名）
＋３直×１名（統括当直長１名）＝20名 

 

～ 

抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

①
硝

酸
の

払
い
出
し

 

①
硝
酸
の
払
い
出
し

 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑥移送 

⑨移送 
⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行分析）
の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長
１名＋統括当直長１名による分析結果の
確認 

＜４名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平

行分析）の確認と開錠申請手続
き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
１名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度
/逐次平行分析）の確
認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu
濃度）の確認 
★分析（１回） 

★分析当直長１
名＋当直員１名
＋当直長１名 
＜３名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）の確認 
★分析（１回） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名 
＜３名の確認＞ 
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抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

９.純水洗浄（28直） 

操作に関係する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名 

 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

純水を供給し，
洗浄する。 

純水を供給し，
洗浄する。 

～ 
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１０.ドレイニング（29～34直） 

操作に関係する人数 ６直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋５直×１名（分析当直長１名）
＋３直×１名（統括当直長１名）＝20名 
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～ 

抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

①
硝

酸
の

払
い
出
し

 

①
硝
酸
の
払
い
出
し

 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑥移送 

⑨移送 
⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行分析）
の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当直長
１名＋統括当直長１名による分析結果の
確認 

＜４名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平

行分析）の確認と開錠申請手続
き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
１名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度
/逐次平行分析）の確
認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu
濃度）の確認 
★分析（１回） 

★分析当直長１
名＋当直員１名
＋当直長１名 
＜３名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）の確認 
★分析（１回） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋当
直長１名 
＜３名の確認＞ 



抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

11.アルカリ洗浄（35直） 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

アルカリ試薬
を供給し，洗
浄する。 

アルカリ試薬
を供給し，洗
浄する。 

～ 

← 本ページ以降はバリアの人数を示さない （松澤） 
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抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

12.ドレイニング（36～41直） 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

①
ア
ル

カ
リ
洗

浄
廃
液
の
払

い
出

し
 

①
ア
ル
カ
リ
洗
浄
廃
液
の
払
い
出
し

 

③移送 

②分析 ③移送 

⑥移送 

⑥移送 

⑨移送 

②分析結果（Pu濃
度）の確認 

★分析当直長１名＋
当直員１名＋当直長
１名 

＜３名の確認＞ 

④⑤分析結果（ Pu濃度/逐次

平行分析）の確認と開錠申請
手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
1名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）の確
認 

★分析当直長１名＋当直員
１名＋当直長１名 

＜３名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（ Pu濃度/逐次

平行分析）の確認と開錠申請
手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
1名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

～ 

④⑤分析結果（ Pu
濃度/逐次平行分

析）の確認と開錠
申請手続き 

★分析（２回の分
析） 

★分析当直長１名
＋当直員１名＋当
直長１名＋統括当
直長1名による分析
結果の確認 

＜４名の確認＞ 
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抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

13.純水洗浄（42直） 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

純水を供給し，
洗浄する。 

純水を供給し，
洗浄する。 

～ 
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抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

14.ドレイニング（43～48直） 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

①
純

水
の

払
い
出

し
 

①
純

水
の

払
い
出
し

 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑥移送 

⑨移送 

②分析結果（Pu濃
度）の確認 

★分析当直長１名＋
当直員１名＋当直長
１名 

＜３名の確認＞ 

④⑤分析結果（ Pu濃度/逐次

平行分析）の確認と開錠申請
手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
1名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（ Pu濃度/逐次

平行分析）の確認と開錠申請
手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名＋統括当直長
1名による分析結果の確認 

＜４名の確認＞ 

～ 

④⑤分析結果（ Pu
濃度/逐次平行分

析）の確認と開錠
申請手続き 

★分析（２回の分
析） 

★分析当直長１名
＋当直員１名＋当
直長１名＋統括当
直長1名による分析
結果の確認 

＜４名の確認＞ 
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②分析結果（Pu濃度）の確認 

★分析当直長１名＋当直員１
名＋当直長１名 

＜３名の確認＞ 



抽出塔など 

第８一時貯貯留処理槽 第２一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
アルカリ濃縮廃液受槽 

アルカリ廃液受槽 

抽出廃液供給槽 

高レベル
廃液 

濃縮工程
へ 

アルカリ
廃液 

濃縮工
程へ 

アルカリ洗
浄廃液の
組成により
高レベル
廃液ガラス
固化建屋
のアルカリ
濃縮廃液
受槽へ移
送する。 

第３一時貯留処理槽 

15.最終液張り（49直） 

Pu分配塔など 

第１一時貯留処理槽 第７一時貯留処理槽 

～ 

硝酸を供給
する。 

硝酸を供給
する。 

～ 
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精製建屋におけるアルカリ洗浄 

補足資料（３） 
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（作業目的） 

パルスカラム内に付着したＦＰおよび有機溶媒をアルカリ試薬で洗浄することにより，抽出性能を回
復するために実施する。 

 
（実施頻度） 
  10年に１回 
（作業概要） 

アルカリ洗浄を実施する前に，工程内のプルトニウムを払い出しを実施し，工程内に有意な量のプ
ルトニウムが無いことを確認する。その後，酸洗浄とドレイニングを実施し，プルトニウムを更に払
いだす。臨界防止に係る処置等を記載したアルカリ洗浄計画を策定する。計画の承認後，硝酸の
張り込み，純水の張り込みを実施した後にアルカリ試薬にて洗浄する。洗浄で発生したアルカリ洗
浄廃液を払いだした後，純水洗浄を実施し，硝酸を工程内に張り込み完了する。 
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Pu／FPフラッシュアウト 

溶媒フラッシュアウト 

Ｕフラッシュアウト 

酸洗浄 

ドレイニング①②③ 

精製建屋におけるアルカリ洗浄の主な実施手順 

硝酸による最終液張り時の中和熱の発生
を抑えるために最終液張り前に実施 

アルカリ洗浄を実施する前に，工程内のPu／FPフラッシュアウトを実施

して工程内に有意な量のプルトニウムが無いことを確認してドレイニン
グした後，さらに硝酸，純水による洗浄廃液についても有意な量のプ
ルトニウムがないことを確認する。 

ドレイニング ①②③ 

アルカリ洗浄計画の策定  

アルカリ洗浄
にて臨界事
故が発生す
る可能性の
ある操作 

①②③は，系統図の機器を示している 

４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝８名 

精製建屋は経路外の誤移送先がなくなった
ので，あえて「経路外の施錠」は削除する。 

・精製建屋は経路外の誤移送先がなくなっ
たので，あえて「経路外の施錠」は削除する。 

・「操作」と「障壁」とを分かるように線で繋げ
た。 
・系統内のPuがゼロになった上で，計画を
立ててアルカリ洗浄をすることを記載する。 
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３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×１名（分析当直長１
名）＝７名 

１直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名 

３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×１名（分析当直長１
名）＝７名 

７直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×１名（統括当直長１
名）＋４直×１名（分析当直長１名）＝２０名 

４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×１名（統括当直長１
名）＋４直×１名（分析当直長１名）＝１４名 

純水洗浄 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝８名 

ドレイニング ①②③ 

アルカリ洗浄 

４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×１名（統括当直長１
名）＋４直×１名（分析当直長１名）＝１４名 

次頁へ 

・計画の作成・承認（施設課担当者１名＋精製課長１名＋核燃料取
扱主任者１名＝３名） 

分析結果や機器のパラメータなどからアルカリ洗浄対象貯槽からプ
ルトニウムが排出されたことを核燃料取扱主任者を含む複数の要員
が確認した後に，アルカリ洗浄計画を承認する。 

フローの注釈（※）削除し，左の作業人数の下へ補足とし
て追加 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 



ドレイニング①②③ 

純水洗浄 

ドレイニング①②③ 

最終液張り 

精製建屋におけるアルカリ洗浄の主な実施手順 

硝酸による最終液張り時の中和熱の発生
を抑えるために最終液張り前に実施 

精製建屋は経路外の誤移送先がなくなった
ので，あえて「経路外の施錠」は削除する。 

・精製建屋は経路外の誤移送先がなくなっ
たので，あえて「経路外の施錠」は削除する。 

・「操作」と「障壁」とを分かるように線で繋げ
た。 
・系統内のPuがゼロになった上で，計画を
立ててアルカリ洗浄をすることを記載する。 
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前頁より 

①②③は，系統図の機器を示している 

臨界事故発生防止の操作等に係る延べ人数は８３名 

ドレイニング時には，プルトニウムが有意な量以下であることを確認 

フローの注釈（※）削除し，左の作業人数の下へ補足とし
て追加 
アルカリ洗浄目的を削除 



抽出塔など 

逆抽出塔など 

①第１一時貯留処理槽 

①第２一時貯留処理槽 ②第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

③第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

精製建屋のアルカリ洗浄時における系統図 

アルカリ洗浄廃液 
酸洗浄, 純水洗浄廃液 
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Pu/FPフラッシュアウト 

①プルトニウム溶液供給槽からのプルトニウム溶液の代わりに硝酸を供給する。 

②各機器のPu濃度が薄くなりつつ，後段の機器にPuが移送される。 

③抽出工程の出口である第２脱ガス塔の出口にて，分析を実施する。 

１.Pu/FPフラッシュアウト（１～３直） 

凝縮液受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

供給槽 

 分配設備 第１酸化塔 

第１脱ガス塔 

NOx 

空気 

抽
出
塔 

核分裂生成物 

洗浄塔 

TBP洗浄塔 

希釈剤 

逆
抽
出
塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器 

TBP洗浄器 

希釈剤 

NOx 

第2酸化塔 

第2脱ガス塔 

空気 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶 

低濃度ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

抽出廃液 

受槽 

抽出廃液 

中間貯槽 

HNO3 

HAN 

HNO3 U4+ 

有機溶媒 

有機溶媒 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔 

補助油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液一時貯槽 

油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶 

供給槽 
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

一時貯槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

計量槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

中間貯槽 

ﾘｻｲｸﾙ槽 

希釈槽 

硝酸ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

貯槽 

ｳﾗﾝ逆抽出器 

溶媒再生系へ 

逆抽出液 

TBP洗浄器 

希釈剤 

逆抽出液受槽 

HNO3 

ｳﾗﾝ濃縮缶 

供給槽 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

分析を実施する。 

HNO3 
HNO3 
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（操作に関係する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×１名（分析当直長１名）＝７名） 



溶媒フラッシュアウト 

①プルトニウム溶液の代わりに硝酸を供給する。 

②有機溶媒，希釈剤の供給は停止する。 

③後段の機器に溶媒が移送され，やがて機器内は硝酸のみとなる。 

 

２.溶媒フラッシュアウト（４直） 

凝縮液受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

供給槽 

 分配設備 第１酸化塔 

第１脱ガス塔 

抽
出
塔 

核分裂生成物 

洗浄塔 

TBP洗浄塔 

逆
抽
出
塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器 

TBP洗浄器 

第2酸化塔 

第2脱ガス塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶 

低濃度ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

抽出廃液 

受槽 

抽出廃液 

中間貯槽 

HNO3 
HNO3 U4+ 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔 

補助油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液一時貯槽 

油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶 

供給槽 
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

一時貯槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

計量槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

中間貯槽 

ﾘｻｲｸﾙ槽 

希釈槽 

硝酸ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

貯槽 

ｳﾗﾝ逆抽出器 

溶媒再生系へ 

逆抽出液 

TBP洗浄器 

希釈剤 

逆抽出液受槽 

HNO3 

ｳﾗﾝ濃縮缶 

供給槽 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 
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（操作に関係する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名） 



Uフラッシュアウト 

①プルトニウム溶液の代わりに硝酸を供給する。 

②後段の機器にUが移送される。 

３.Uフラッシュアウト（５直） 

凝縮液受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

供給槽 

 分配設備 第１酸化塔 

第１脱ガス塔 

NOx 

空気 

抽
出
塔 

核分裂生成物 

洗浄塔 

TBP洗浄塔 

希釈剤 

逆
抽
出
塔 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器 

TBP洗浄器 

希釈剤 

NOx 

第2酸化塔 

第2脱ガス塔 

空気 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶 

低濃度ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

抽出廃液 

受槽 

抽出廃液 

中間貯槽 

HNO3 

HAN 

HNO3 U4+ 

有機溶媒 

有機溶媒 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔 

補助油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液一時貯槽 

油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶 

供給槽 
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

一時貯槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

計量槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

濃縮液 

中間貯槽 

ﾘｻｲｸﾙ槽 

希釈槽 

硝酸ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

貯槽 

ｳﾗﾝ逆抽出器 

溶媒再生系へ 

逆抽出液 

TBP洗浄器 

希釈剤 

逆抽出液受槽 

HNO3 

ｳﾗﾝ濃縮缶 

供給槽 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

Uが払い出される流れ 

50 

（操作に関係する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋１直×１名（分析当直長１名）＝７名） 

分析を実施する。 



４.ドレイニング（５～１１直） 

①硝酸の 
払い出し 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑨移送 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

①硝酸の 
払い出し 

②分析結果（Pu濃度）
の確認 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
×１回＜３名の確認＞ 

凡例 
青字：系統内からPuを払い出す操作 
赤字：系統内からPuがないことを確認する操作 
     ：防止機能 
     ：特に重要な防止機能 
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（操作に関係する人数 ７直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋ 

２直×１名（統括当直長１名）＋４直×１名（分析当直長１名）＝２０名） 

②分析結果（Pu濃度）の
確認 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
×１回＜３名の確認＞ 



５.アルカリ洗浄計画の策定（１１～１２直） 

有意なPuがないことを分析結果，液位の情報などから確認する。 
（担当者，精製課長，核燃料取扱主任者） 
アルカリ洗浄計画を承認する。              ３名の確認 

有意なPuがないことを

分析結果，液位の情
報などから確認する 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

有意なPuがないことを

分析結果，液位の情
報などから確認する 

有意なPuがないことを

分析結果，液位の情
報などから確認する 

有意なPuがないことを

分析結果，液位の情
報などから確認する 
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（操作に関係する人数 １名（担当者）＋１名（精製課長１名）＋１名（核燃料取扱主任者１名）＝３名） 



６.酸洗浄（12～15直） 

硝酸を供給し，
洗浄する。 

硝酸を供給し，
洗浄する。 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 
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（操作に関係する人数 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝８名） 



７.ドレイニング（15～18直） 

①硝酸の 
払い出し 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑨移送 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

①硝酸の 
払い出し 

②分析結果（Pu濃度）の
確認 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
×１回＜３名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）の確認 

★分析当直長１名＋当直員
１名＋当直長１名×１回 

＜３名の確認＞ 
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（操作に関係する人数 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×１名（統括当直長１名）＋４直×１
名（分析当直長１名）＝１４名） 



８.純水洗浄（18～21直） 

純水を供給し，
洗浄する。 

純水を供給し，
洗浄する。 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 
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（操作に関係する人数 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝８名） 



９.ドレイニング（21～24直） 

①純水の 
払い出し 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑨移送 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

①純水の 
払い出し 

②分析結果（Pu濃度）の
確認 

★分析当直長１名＋当
直員１名＋当直長１名
×１回＜３名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）の確認 

★分析当直長１名＋当直員
１名＋当直長１名×１回 

＜３名の確認＞ 
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（操作に関係する人数 ４直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×１名（統括当直長１名）＋４直×１
名（分析当直長１名）＝１４名） 



10.アルカリ洗浄（24～28直） 

アルカリ試薬
を供給し，洗
浄する。 

アルカリ試薬
を供給し，洗
浄する。 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 
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（操作に関係する人数 ５直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝１０名） 



11.ドレイニング（29～31直） 

①アルカ
リ洗浄廃
液の 
払い出し 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑨移送 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

①アルカ
リ洗浄廃
液の 
払い出し 

②分析結果（Pu濃度）
の確認 

★分析当直長１名＋
当直員１名＋当直長１

名×１回 
＜３名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）
の確認 

★分析当直長１名＋
当直員１名＋当直長

１名×１回 
＜３名の確認＞ 
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（操作に関係する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×２名（統括当直長１名＋分析当直
長１名）＝１０名） 



12.純水洗浄（32直） 

純水を供給し，
洗浄する。 

純水を供給し，
洗浄する。 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 
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（操作に関係する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名） 



13.ドレイニング（33～35直） 

①アルカ
リ洗浄廃
液の 
払い出し 

③移送 

③移送 

⑥移送 

⑨移送 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽 
（アルカリ洗浄） 

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

①アルカ
リ洗浄廃
液の 
払い出し 

②分析結果（Pu濃度）
の確認 

★当直員１名×１回 
＜１名の確認＞ 

④⑤分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

⑦⑧分析結果（Pu濃度/逐次平行
分析）の確認と開錠申請手続き 
★分析（２回の分析） 

★分析当直長１名＋当直員１名＋
当直長１名＋統括当直長１名によ
る分析結果の確認 
＜４名の確認＞ 

②分析結果（Pu濃度）
の確認 

★当直員１名×１回 
＜１名の確認＞ 
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（操作に関係する人数 ３直×２名（当直長１名＋当直員１名）＋２直×２名（統括当直長１名＋分析当直
長１名）＝１０名） 



14.最終液張り（36直）

硝酸を供給
する 

硝酸を供給
する 

抽出塔など 

逆抽出塔など 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 第３一時貯留処理槽 

アルカリ廃液受槽
（アルカリ洗浄）

第７一時貯留処理槽 

供給液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

低レベル無塩廃液受槽 
（酸洗浄，水洗浄） 

61 

（操作に関係する人数 １直×２名（当直長１名＋当直員１名）＝２名） 



燃焼度計測前燃料 
仮置きラック 

燃焼度計測装置 

燃焼度計測後燃料 
仮置きラック 

燃料取出し装置 燃料取扱装置 

燃料貯蔵ラック 

（低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック） 

（低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック） 

（高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック） 

（高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック） 

燃料移送水中台車 

バスケット 

（BWR燃料用バスケット） 

（PWR燃料用バスケット） 

燃料供給 
設備 

残留濃縮度制限 

2.0wt%以下 

3.5wt%以下 

燃料仮置きピット 燃料貯蔵プール 

使用済燃料受入・貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵施設における臨界管理 

使用済燃料貯蔵プールには，高残留濃縮度燃料貯蔵ラックと低残留濃縮度燃料貯蔵ラックの２種類の
ラックを設置している。 
高残留濃縮度燃料貯蔵ラックは，残留濃縮度が3.5wt%以下の燃料集合体を，低残留濃縮度燃料貯蔵
ラックは，残留濃縮度が2.0wt%を収納する。 

残留濃縮度は，使用済燃料の受け入れに際して燃料仮置きピットに設置する燃焼度計測装置で測定し
た燃焼度から評価した値を使用する。 
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補足資料（４） 



①搬入計画を確認する。 
 
②キャスク１体分に収納された燃料集合体（10体～38体）を
取り出し，燃焼度計測前燃料仮置きラックに収納 
 

③燃焼度計測前燃料仮置きラックに収納した使用済燃料集
合体を１体ずつ取り出し，燃焼度計測装置（中性子／γスペク

トルの２種類の方法）でそれぞれ燃焼度を計測し，燃焼度か
ら残留濃縮度を評価 
 
④残留濃縮度から使用済燃料の受け入れ可否（3.5wt%以

下）の判定および高残留濃縮燃料貯蔵ラック／低残留濃縮
度燃料貯蔵ラックのどちらに収納するかを選択 
 

⑤残留濃縮度を確認した燃料集合体は，燃焼度計測後仮置
きラックの残留濃縮度に応じたエリアに自動的に収納する。
なお、判定結果と異なるエリアへの収納は、インターロックに
て防止されている。燃料集合体の残留濃縮度が2.0wt%を超

える燃料集合体は，高残留濃縮度燃料エリアの燃料収納缶
へ直接収納し，すぐに使用済燃料貯蔵プールの高残留濃縮
度燃料貯蔵ラックへ移送して収納する。それ以外の燃料は，
低残留濃縮度燃料エリアへ仮置き。 

（③～⑤を燃焼度計測前燃料仮置きラックに収納したキャス
ク１基分の燃料集合体の体数分繰り返して実施） 
 

⑥キャスク１基分の燃料集合体の残留濃縮度の確認が完了
した後※に，残留濃縮度の再確認を行い，使用済燃料貯蔵
プールの低残留濃縮度燃料貯蔵ラックへ収納する。 

燃焼度計測後 
燃料仮置き 
ラック 

燃焼度計測前 
燃料仮置き 
ラック 

燃料移送水路 

燃料取出しピット 

・・・            ・・・ 

・・・            ・・・ 
・・・         ・・・ 
・・・         ・・・ 
・・・         ・・・ 

・・・         ・・・ 

・・・            ・・・ 

・・・            ・・・ 

・・・         ・・・ 
・・・         ・・・ 
・・・         ・・・ 
・・・         ・・・ 

燃焼度計測装置 

低残留濃縮度 
燃料エリア 

高残留濃縮度 
燃料エリア 
（燃料収納缶） 

Ⅰ 

Ⅲ 

Ⅱ 

使用済燃料集合体の燃焼度計測の流れ 

（※：高残留濃縮度燃料は，燃焼度計測後に判定の都度， 
使用済燃料貯蔵プールへ搬送する。） 
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燃料受け入れにおける残留濃縮度の確認 

受け入れ計画の確認 

前ラックへの仮置き 

燃焼度計測 

後ラックへの仮置き 

残留濃縮度を再確認 

②中性子測定により評価した残留濃縮度の確認（運転員２名＋計算機） 
③ γスペクトルにより評価した残留濃縮度の確認（運転員２名＋計算機） 
④使用済み燃料集合体の受け入れ可否，ラック選択の確認（運転員＋計算機） 

⑤燃焼度計測結果（中性子測定／ガンマスペクトル）の相互比較による確認（計算
機） 

⑥受け入れ計画値との比較による確認（運転員） 

①高残留濃縮度燃料の場合，収納の流れが異なるため， 
計画段階で高残留濃縮度燃料の受け入れ予定の有無を確認 

燃料貯蔵プールへの
移送 

（燃料体数分（10体～38体）について②～⑥を繰り返して実施） 

⑦燃焼度計測後燃料仮置ラックへ収納した燃料集合体の残留濃縮度が
2.0wt%以下であることを再確認（運転員２名） 

燃焼度計測装置の故障等により正しくない残留濃縮度で収納するラックが判断される可能性があるが，多様性を有する
測定手法での計測結果間の比較，受け入れ計画値等との比較により測定結果の異常に気付くことができる。 
また，仮に低残留濃縮度燃料貯蔵ラックへ高残留濃縮度燃料を収納した場合でも，臨界になるは8体の高残留濃縮度を
集積して収納する必要があり，このようなケースは想定し得ない。 

（通常，低残留濃縮度燃料として扱われる燃料集合体が搬入される。誤って高残留濃縮度燃料となる集合体が混在して
いても複数体同時に混在する可能性は極めて低い。 

計画的に高残留濃縮度燃料となる燃料集合体を搬入する場合は，受け入れ手順が異なることから意識を持って操作し
ている。） 64 

臨界防止に係る確認等の数：103回 



（通常の管理） 
 ウラン酸化物貯蔵容器に約500kgUのウラン酸化物粉末（以下「ウラン粉末」という。）を２回充

てんし，１本のウラン酸化物貯蔵容器（以下「貯蔵容器」という。）に約1000kgU充てんする。 

 貯蔵容器の充てん位置を検知して，起動条件信号を発するインターロック（安重：多重化）に
より，貯蔵容器がUO3受槽に接続されていることを運転員が確認したのち，ウラン粉末の充て
んを実施する。 

 貯蔵容器１本に充てんされるウラン粉末の全量約1000kgUが漏えいしたとしても未臨界質量
2000kgUに比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

 
（異常を検知する機能） 

 貯蔵容器を搬送する充てん台車の走行及び昇降が充てん定位置で自動停止することなどの
一連の動作が成立しないと，異常警報が発報するとともに，運転が停止し充てんが開始され
ない。【１名×５警報以上】 

 貯蔵容器へのウラン粉末の充てん前に，多重化された貯蔵容器の充てん位置を検知して起
動条件信号を発するインターロックにより，貯蔵容器がUO3受槽に接続されていることを運転
員が確認する。【１名×２系列】 

 貯蔵容器へのウラン粉末の充てん開始の都度，運転員の間接目視により，貯蔵容器がUO3
受槽に接続されていることを確認する。【１名】 

 ウラン粉末を充てんした貯蔵容器を積載した充てん台車を汚染検査停止位置で自動停止し，
ホイスト操作により貯蔵容器を吊り上げ，直接運転員及び放管員それぞれが貯蔵容器の全
周囲の汚染（スミヤ）検査により，汚染（漏えい）の有無を確認する。汚染の有無を確認しなけ
れば次の容器への充てんには進まない【２名】 

 ウラン粉末を貯蔵容器に充てんする部屋に設置されたα線ダストモニタ及びγ線エリアモニタ
の指示値を放管員が確認する。【１名×１日１回】 

 ウラン酸化物貯蔵容器へのウラン酸化物粉末の充てん場所を巡視・点検において確認する。
【１名×１日１回】 
 

（事象想定） 
 貯蔵容器１本に充てんする核燃料物質（粉末）の全量（1000kgU ）が漏えいしても臨界には至

らない。次の容器へのウラン酸化物粉末の充てんを行う前には，充てん済みの容器に汚染
（ウラン酸化物粉末の漏えい）のないことを確認する。さらにウラン酸化物粉末の充てん位置
にウラン粉末が漏えいしていた場合，次の充てんを行うための容器の設置ができず，更なる
事象進展は想定されない。以上のことから，本事象においては臨界事故は発生しない。 

○ ウラン脱硝設備のＵＯ3受槽からウラン酸化物貯蔵容器への 
ウラン酸化物粉末の充てんにおける粉末の漏えいによる臨界 

脱硝塔より 

UO3受槽 

ウラン酸化物 
貯蔵容器 

充てんノズル 

Z Z 

貯蔵容器が接続さ
れていない状態で
充てん 
⇒漏えい 

 

リミット 
スイッチ リミット 

スイッチ 

ロータリーフィーダ 
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補足資料（５） 



（通常の管理） 
 規格外製品受槽から規格外製品容器（以下「容器」という。）に約150kgUのウラ

ン酸化物粉末（以下「ウラン粉末」という。）を１回充てんする。 

 規格外製品受槽からの充てん操作は，複数の運転員が現場で，規格外製品
受槽と容器を直接接続及び目視確認したのち，運転員が直接充てん（手動弁
開）操作を実施する。 

 容器１本に充てんされるウラン粉末の全量約150kgUが漏えいしたとしても未臨
界質量340kgUに比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

 
（異常を検知する機能） 

 規格外製品受槽からの充てん操作は，複数の運転員が現場で，規格外製品
受槽と容器を接続するとともに，容器が接続されていることを直接目視確認す
る。【２名】 

 放管員が設備状態の確認のために，ウラン粉末を容器に充てんする部屋の床
面を直接スミヤ採取により汚染確認する。【１名】 

 ウラン粉末を容器に充てんする部屋に設置されたα線ダストモニタ及びγ線エリ
アモニタの指示値の有意な変動を放管員が確認する。【１名×１日１回】 

 運転員が巡視・点検で，ウラン粉末を容器に充てんする部屋を直接現場確認
する。【１名× １日１回】 
 

（事象想定） 
 容器１本に充てんするウラン酸化物粉末の全量（150kgU）が漏えいしても臨界

には至らない。また，規格外製品容器へのウラン酸化物粉末の充てんは，複
数の運転員が現場で規格外製品受槽と容器を接続し，容器が接続されている
ことを直接目視確認した上で，現場の弁の開操作を行う作業であることから，
容器外へのウラン酸化物粉末の漏えいがあれば直ちに気付くことができる。ま
た，ウラン酸化物粉末が容器外（床面）へ漏えいした状態で，次の容器への充
てん作業を継続することは困難であることから，本事象においては臨界事故は
発生しない。 

○ウラン脱硝設備の規格外製品受槽から規格外製品容器への 
ウラン酸化物粉末の充てんにおける粉末の漏えいによる臨界 

規格外 
製品受槽 

規格外 
製品容器 

脱硝塔より 

規格外製品容器が 
接続されていない 
状態で充てん 
⇒漏えい 

フランジ接続 
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補足資料（６） 

（通常の管理） 
 規格外製品受槽から規格外製品容器（以下「容器」という。）に約150kgUのウラ

ン酸化物粉末（以下「ウラン粉末」という。）を１回充てんする。 

 規格外製品受槽からの充てん操作は，複数の運転員が現場で，規格外製品
受槽と容器を直接接続及び目視確認したのち，運転員が直接充てん（手動弁
開）操作を実施する。 

 容器１本に充てんされるウラン粉末の全量約150kgUが漏えいしたとしても未臨
界質量340kgUに比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

 
（臨界に至るまでの流れ） 

 規格外製品受槽から容器への充てん操作を，複数の運転員が現場で，規格外
製品受槽と容器を接続せず，さらに充てん操作を実施しウラン粉末が容器外
へ漏えいする。 

 容器外へのウラン粉末の充てんを３回（約14日）繰り返すことで，未臨界質量
の340kgUを超え，臨界に至る。 

 
（異常を検知する機能） 

 規格外製品受槽からの充てん操作は，複数の運転員が現場で，規格外製品
受槽と容器を接続するとともに，容器が接続されていることを直接目視確認す
る。【２名×３回】 

 ウラン粉末を容器に充てんする部屋に設置されたα線ダストモニタ及びγ線エリ
アモニタの指示値の有意な変動を放管員が確認する。【１名×３回】 

 運転員が巡視・点検で，ウラン粉末を容器に充てんする部屋を直接現場確認
する。【１名×14日】 

 放管員が設備状態の確認のために，ウラン粉末を容器に充てんする部屋の床
面を直接スミヤ採取により汚染確認する。【１名×２回】 

 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員及び放管員により確認
する。【２２直分】 

  



（通常の管理） 
 規格外製品容器（以下「容器」という。）からUO3溶解槽に約150kgU

のウラン酸化物粉末（以下「ウラン粉末」という。）を１回充てんする。 

 UO3溶解槽への充てん操作は，複数の運転員が現場で，容器が
UO3溶解槽に直接接続及び目視確認したのち，運転員が直接充て
ん（手動弁開）操作を実施する。 

 容器１本に充てんされるウラン粉末の全量約150kgUが漏えいしたと
しても未臨界質量340kgUに比べ十分に少ないことから，臨界に至ら
ない。 

 
（異常を検知する機能） 

 容器からの充てん操作は，複数の運転員が現場で，容器とUO3溶解
槽を接続するとともに，容器が接続されていることを直接目視確認す
る。【２名】 

 放管員が設備状態の確認のために，容器からUO3溶解槽に充てん
する部屋の床面を直接スミヤ採取により汚染確認する。【１名】 

 運転員が巡視・点検で，ウラン粉末をUO3溶解槽に充てんする部屋
を直接現場確認する。【１名×１日１回】 

 
（事象想定） 
 容器１本に充てんされたウラン酸化物粉末の全量（150kgU）が漏え

いしても臨界には至らない。また，規格外製品容器からのウラン酸化
物粉末の充てんは，複数の運転員が現場でUO3溶解槽と容器を接
続し，容器が接続されていることを直接目視確認した上で，現場の弁
の開操作を行う作業であることから，容器外へのウラン酸化物粉末
の漏えいがあれば直ちに気付くことができる。また，ウラン酸化物粉
末が容器外（床面）へ漏えいした状態で，次の容器からの充てん作
業を継続することは困難であることから，本事象においては臨界事
故は発生しない。 

○ウラン脱硝設備の規格外製品容器からUO3溶解槽への 
ウラン酸化物粉末の充てんにおける粉末の漏えいによる臨界 

規格外 
製品容器 

UO3溶解槽 

規格外 
製品容器 

運転員の昇降操作
により 
フランジ接続・弁操作 

規格外製品容器が接続さ
れていない状態で充てん 
⇒漏えい 

67 

補足資料（７） 

（通常の管理） 

 規格外製品容器（以下「容器」という。）からUO3溶解槽に約
150kgUのウラン酸化物粉末（以下「ウラン粉末」という。）を１回
充てんする。 

 UO3溶解槽への充てん操作は，複数の運転員が現場で，容器
がUO3溶解槽に直接接続及び目視確認したのち，運転員が直
接充てん（手動弁開）操作を実施する。 

 容器１本に充てんされるウラン粉末の全量約150kgUが漏えい
したとしても未臨界質量340kgUに比べ十分に少ないことから，
臨界に至らない。 

 
（臨界に至るまでの流れ） 

 容器からUO3溶解槽への充てん操作を，複数の運転員が現場
で，容器とUO3溶解槽を接続せず，さらに充てん操作を実施し
ウラン粉末が充てん対象外へ漏えいする。 

 充てん対象外へのウラン粉末の充てんを３回（約14日）繰り返
すことで，未臨界質量の340kgUを超え，臨界に至る。 

 
（異常を検知する機能） 

 容器からの充てん操作は，複数の運転員が現場で，容器と
UO3溶解槽を接続するとともに，容器が接続されていることを
直接目視確認する。【２名×３回】 

 運転員が巡視・点検で，ウラン粉末をUO3溶解槽に充てんする
部屋を直接現場確認する。【１名×14回】 

 放管員が設備状態の確認のために，容器からUO3溶解槽に充
てんする部屋の床面を直接スミヤ採取により汚染確認する。
【１名×２回】 

 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員及び放
管員により確認する。【１９直分】 



○ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の脱硝装置（脱硝皿）への 
ウラン・プルトニウム混合溶液の多重装荷による臨界 

（通常の管理） 

 脱硝装置にて脱硝処理された脱硝皿のウラン・プルトニウム混合脱
硝粉体（以下「脱硝粉体」という。）は，空気輸送により次工程に払い
出す。 

 空気輸送の完了は，脱硝皿の重量確認及び空気輸送終了検知によ
り脱硝皿取扱装置の起動条件信号を発するインターロック（安重：多
様化）により運転員が確認したのち，空になった脱硝皿を脱硝装置に
搬送する。 

 １回の脱硝処理で製造される脱硝皿の脱硝粉体量は約1.1kgPuで，
脱硝皿取扱装置内の脱硝皿５皿の脱硝粉体量の合計は，約5.5kgPu
であり，未臨界質量40.2kgPuに比べ十分に少ないことから，臨界に至
らない。 

 
（異常を検知する機能） 

 脱硝装置への脱硝皿の搬送前に，多様化された脱硝皿取扱装置の
起動条件信号を発するインターロックにより，空気輸送が完了したこと
を運転員が確認する。【１名×２系列】 

 ウラン・プルトニウム混合溶液の供給前に都度，複数の運転員の間
接目視により，脱硝皿に脱硝粉体が無いことを確認し，脱硝皿への混
合溶液の供給開始を許可する。【２名×36回】 

 脱硝皿を取り扱う部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示値
の有意な変動を放管員が確認する。【１名×２日】 
 

（事象想定） 

 脱硝皿内に脱硝粉体が残存する状態で脱硝処理を継続して実施す
ると脱硝皿取扱装置内の脱硝粉体量が増加し，36回（約42時間）の
多重装荷を繰り返すことで，未臨界質量40.2kgPuを超える可能性が

ある。ただし，このような状態に至るには，複数の運転員の間接目視
により，脱硝皿に脱硝粉体が無いことを確認して行う脱硝皿への混合
溶液の供給開始の許可（ホールドポイント）を多数回にわたって全て
誤ることは想定し得ないことから，本事象においては臨界事故は発生
しない。 
 

（乾燥） （冷却） （粗砕） 

脱硝皿取扱装置 
（気送） 

脱硝装置 脱硝皿取扱装置 

混合槽より 

焙焼炉へ 

輸送終了検知 

重量低下検知 

許可 

ITV 
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補足資料（８） 

（通常の管理） 

 脱硝装置にて脱硝処理された脱硝皿のウラン・プルトニウム混
合脱硝粉体（以下「脱硝粉体」という。）は，空気輸送により次工
程に払い出す。 

 空気輸送の完了は，脱硝皿の重量確認及び空気輸送終了検
知により脱硝皿取扱装置の起動条件信号を発するインターロッ
ク（安重：多様化）により運転員が確認したのち，空になった脱
硝皿を脱硝装置に搬送する。 

 脱硝皿の脱硝粉体量約1.1kgPuは，未臨界質量40.2kgPuに比
べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

 
（臨界に至るまでの流れ） 

 多様化された起動条件信号を発するインターロックが全て故障
し，空気輸送が完了していない脱硝皿に脱硝粉体が残っている
状態において，起動条件信号が発信され，脱硝装置に搬送され
るとともにウラン・プルトニウム混合溶液が供給され脱硝処理さ
れる。 

 脱硝皿に脱硝粉体が残っている状態において脱硝処理を36回
（約42時間）繰り返すことで，未臨界質量の40.2kgPuを超え，臨
界に至る。 

 
（異常を検知する機能） 

 脱硝装置への脱硝皿の搬送前に，多様化された脱硝皿取扱装
置の起動条件信号を発するインターロックにより，空気輸送が
完了したことを運転員が確認する。【１名×２系列】 

 ウラン・プルトニウム混合溶液の供給前に都度，複数の運転員
の間接目視により，脱硝皿に脱硝粉体が無いことを確認し，脱
硝皿への混合溶液の供給開始を許可する。【２名×36回】 

 脱硝皿を取り扱う部屋に設置された中性子線エリアモニタの指
示値の有意な変動を放管員が確認する。【１名×36回】 

 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員及び放
管員により確認する。【６直】 
 



○ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の保管容器への 
充てんにおけるMOX粉末の漏えいによる臨界 

（通常の管理） 
 粉砕機へ保管容器を接続し，MOX粉末を保管容器へ充てんする。 
 保管容器の充てん位置を検知し，MOX粉末の充てん条件信号を発するインターロック（安

重：多重化）により運転員が確認したのち，保管容器１容器に３回の充てんを実施する。 
 保管容器のMOX粉末の合計充てん量約９kgPuは，未臨界質量70kgPuに比べ十分に少な

いことから，臨界に至らない。 
 
（異常を検知する機能） 

 保管容器を搬送している保管容器移動装置が充てん定位置で自動停止すること及び充
てんノズルが充てん定位置で自動停止することなどの一連の動作が成立しないと，異常
警報が発報するとともに，運転が停止し充てんが開始されない。【１名×３警報以上】 

 保管容器へのMOX粉末の充てん前に，多重化された保管容器の充てん位置を検知して

充てん条件信号を発するインターロックにより，保管容器が粉砕機に接続されていること
を運転員が確認する。【１名×２系列】 

 保管容器への最初のMOX粉末の充てん開始の都度，運転員の間接目視により，保管容
器が接続されていることを確認する。【１名】 

 保管容器へのMOX粉末の充てんは，規定時間のうちに充てん量が規定量に到達するこ

とを運転員が確認，操作する。【１名】また，計算機でも規定時間以内での充てん完了を
監視しており，規定時間のうちに保管容器の充てん量が規定量に到達しないことで，異常
警報が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まない。 

 分析のためにMOX粉末のサンプリングを採取する。採取したMOX粉末のサンプル容器を
交換するために，当該グローブボックスにて作業を実施することから，MOX粉末の漏えい
を運転員が確認する。【２名】 

 MOX粉末を保管容器に充てんする部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示値の
有意な変動を放管員が確認する。【１名×１日１回】 

 運転員が巡視・点検で，MOX粉末を保管容器に充てんする部屋を直接現場確認する。 
   【２名×１日１回】 

 
（事象想定） 
 保管容器１容器に充てんするMOX粉末の全量（９kgPu）が漏えいしても臨界には至らない。

MOX粉末が容器から漏えいした場合，規定時間のうちに保管容器の充てん量が規定量

に到達しないことで，異常警報が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まない。さ
らにMOX粉末の漏えいにより，次の充てんを行うための保管容器の設置ができず，更な
る事象進展は想定されない。以上のことから，本事象においては臨界事故は発生しない。 
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補足資料（９） 

（通常の管理） 
 粉砕機へ保管容器を接続し，MOX粉末を保管容器へ充てんする。 
 保管容器の充てん位置を検知し，MOX粉末の充てん条件信号を発するインターロック（安

重：多重化）により運転員が確認したのち，保管容器１容器に３回の充てんを実施する。 
 保管容器のMOX粉末の合計充てん量約９kgPuは，未臨界質量70kgPuに比べ十分に少ない

ことから，臨界に至らない。 
 
（臨界に至るまでの流れ） 

 多重化された起動条件信号を発するインターロックが全て故障し，保管容器が接続されてい
ない状態で，起動条件信号が発信され，MOX粉末が保管容器外へ漏えいする。 

 保管容器外へのMOX粉末の充てんを８容器分（約56時間）繰り返すことで，未臨界質量の
70kgPuを超え，臨界に至る。 

 
（異常を検知する機能） 

 保管容器を搬送している保管容器移動装置が充てん定位置で自動停止すること及び充てん
ノズルが充てん定位置で自動停止することなどの一連の動作が成立しないと，異常警報が
発報するとともに，運転が停止し充てんが開始されない。【１名×３警報以上×８回】 

 保管容器へのMOX粉末の充てん前に，多重化された保管容器の充てん位置を検知して充

てん条件信号を発するインターロックにより，保管容器が粉砕機に接続されていることを運転
員が確認する。【１名×２系列】 

 保管容器への最初のMOX粉末の充てん開始の都度，運転員の間接目視により，保管容器
が接続されていることを確認する。【１名×８回】 

 保管容器へのMOX粉末の充てんは，規定時間のうちに充てん量が規定量に到達することを

運転員が確認，操作する。【１名×８回】また，計算機でも規定時間以内での充てん完了を監
視しており，規定時間のうちに保管容器の充てん量が規定量に到達しないことで，異常警報
が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まない。 

 製品分析のためにMOX粉末のサンプリングを採取する。採取したMOX粉末のサンプル容器
を交換するために，当該グローブボックスにて作業を実施することから，MOX粉末の漏えい
を運転員が確認する。【２名×２回】 

 運転員が巡視・点検で，MOX粉末を保管容器に充てんする部屋を直接現場確認する。 
   【２名×２回】 
 MOX粉末を保管容器に充てんする部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示値の有意

な変動を放管員が確認する。【１名×８回】 
 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員及び放管員により確認する。 
  【７直】 

 



○ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の粉末缶への充てんに 
おけるMOX粉末の漏えいによる臨界 

（通常の管理） 
 粉末充てん機へ粉末缶を接続し，MOX粉末を粉末缶へ充てんする。 
 粉末缶の充てん位置を検知し，MOX粉末の充てん条件信号を発するインター

ロック（安重：多重化）により運転員が確認したのち，充てんを実施する。 
 粉末缶のMOX粉末の充てん量約６kgPuは，未臨界質量70kgPuに比べ十分に少

ないことから，臨界に至らない。 
 
（異常を検知する機能） 

 粉末缶を搬送している粉末缶移送装置が充てん定位置で自動停止すること及び
充てんノズルが充てん定位置で自動停止することなどの一連の動作が成立しな
いと，異常警報が発報するとともに，運転が停止し充てんが開始されない。【１名
×３警報以上】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てん前に，多重化された粉末缶の充てん位置を検知し

て充てん条件信号を発するインターロックにより，粉末缶が粉末充てん機に接続
されていることを運転員が確認する。【１名×２系列】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てん開始の都度，運転員の間接目視により，粉末缶
が接続されていることを確認する。【１名】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てんは，規定時間のうちに充てん量が規定量に到達

することを運転員が確認，操作する。【１名】また，計算機でも規定時間以内での
充てん完了を監視しており，規定時間のうちに粉末缶の充てん量が規定量に到
達しないことで，異常警報が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まな
い。 

 分析のためにMOX粉末のサンプリングを採取する。採取したMOX粉末のサンプ

ル容器を交換するために，当該グローブボックスにて作業を実施することから，
MOX粉末の漏えいを運転員が発見する。【２名】 

 MOX粉末を粉末缶に充てんする部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示
値の有意な変動を放管員が確認する。【１名×１日】 
 

（事象想定） 
 粉末缶１缶に充てんするMOX粉末の全量（ ６kgPu ）が漏えいしても臨界には至ら

ない。 MOX粉末が容器から漏えいした場合，規定時間のうちに粉末缶の充てん

量が規定量に到達しないことで，異常警報が発報するとともに充てんが停止し，
次工程に進まない。さらにMOX粉末の漏えいにより，次の充てんを行うための保

管容器の設置ができず，更なる事象進展は想定されない。以上のことから，本事
象においては臨界事故は発生しない。 
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補足資料（１０） 

（通常の管理） 
 粉末充てん機へ粉末缶を接続し，MOX粉末を粉末缶へ充てんする。 
 粉末缶の充てん位置を検知し，MOX粉末の充てん条件信号を発するインターロッ

ク（安重：多重化）により運転員が確認したのち，充てんを実施する。 
 粉末缶のMOX粉末の充てん量約６kgPuは，未臨界質量70kgPuに比べ十分に少な

いことから，臨界に至らない。 
 
（臨界に至るまでの流れ） 

 多重化された起動条件信号を発するインターロックが全て故障し，粉末缶が接続
されていない状態で，起動条件信号が発信され，MOX粉末が粉末缶外へ漏えい
する。 

 粉末缶外へのMOX粉末の充てんを12回（約17時間）繰り返すことで，未臨界質量
の70kgPuを超え，臨界に至る。 

 
（異常を検知する機能） 

 粉末缶を搬送している粉末缶移送装置が充てん定位置で自動停止すること及び
充てんノズルが充てん定位置で自動停止することなどの一連の動作が成立しない
と，異常警報が発報するとともに，運転が停止し充てんが開始されない。【１名×３
警報以上×12回】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てん前に，多重化された粉末缶の充てん位置を検知し

て充てん条件信号を発するインターロックにより，粉末缶が粉末充てん機に接続さ
れていることを運転員が確認する。【１名×２系列】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てん開始の都度，運転員の間接目視により，粉末缶が
接続されていることを確認する。【１名×12回】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てんは，規定時間のうちに充てん量が規定量に到達す
ることを運転員が確認，操作する。【１名×12回】また，計算機でも規定時間以内で

の充てん完了を監視しており，規定時間のうちに粉末缶の充てん量が規定量に到
達しないことで，異常警報が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まない。 

 製品分析のためにMOX粉末のサンプリングを採取する。採取したMOX粉末のサン

プル容器を交換するために，当該グローブボックスにて作業を実施することから，
MOX粉末の漏えいを運転員が発見する。【２名×２回】 

 MOX粉末を粉末缶に充てんする部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示
値の有意な変動を放管員が確認する。【１名×12回】 

 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員及び放管員により確認す
る。【３直】 
 



○ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の粉末調整グローブ 
ボックスへのMOX粉末の過剰挿入による臨界 

（通常の管理）臨界 
 MOX粉末を取り扱うグローブボックス（以下「GB」という。）から微量のMOX粉

末を収納したSUS容器を，事前に校正した秤量器で，粉末調整ＧＢ内に挿入す
る前に，複数の運転員により総重量を測定する。 

 MOX粉末を収納したSUS容器をバッグイン作業により粉末調整GBに挿入した
のち，複数の運転員により粉末調整GB内の秤量器でMOX粉末重量を測定す
るとともに，粉末調整GB内の在庫管理を実施する。 

 粉末調整GBで取り扱うMOX粉末量は約 kgPu以下で管理しており，未臨界
質量14.9kgPuに比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

 
（異常を検知する機能） 
 MOX粉末を取り扱うGBから微量のMOX粉末を収納したSUS容器を，事前に校

正した秤量器で，粉末調整ＧＢ内に挿入する前に複数の運転員により総重量
を測定する。【２名】 

 MOX粉末を収納したSUS容器をバッグイン作業により粉末調整GBに挿入した
のち，複数の運転員により粉末調整GB内の秤量器でMOX粉末重量を測定す
るとともに，粉末調整GB内の在庫管理を実施する。【２名】 

 運転員の巡視・点検により，粉末調整GB内のMOX粉末を収納した多数のSUS
缶を直接現場確認する。【２名×１日１回】 
 

（事象想定） 
 粉末調整GBで取り扱うMOX粉末量は，通常（ kgPu）以下で管理しており，

これは，未臨界質量に比べ十分に少ない量である。粉末調整ＧＢへの移送が
必要なMOX粉末の発生する頻度，量はともに少ないことから，粉末調整ＧＢへ
MOX粉末を挿入する前に行うMOX粉末重量の秤量および挿入後のMOX粉末
重量の確認等における失敗を想定しても，粉末調整ＧＢ内のMOX粉末量が未

臨界質量を超えるには，非常に多数回の誤った挿入を繰り返す必要があるこ
とから，本事象においては臨界事故は発生しない。 
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補足資料（１１） 

（通常の管理）臨界 
 MOX粉末を取り扱うグローブボックス（以下「GB」という。）から微量のMOX粉

末を収納したSUS容器を，事前に校正した秤量器で，粉末調整ＧＢ内に挿入す
る前に，複数の運転員により総重量を測定する。 

 MOX粉末を収納したSUS容器をバッグイン作業により粉末調整GBに挿入した
のち，複数の運転員により粉末調整GB内の秤量器でMOX粉末重量を測定す
るとともに，粉末調整GB内の在庫管理を実施する。 

 粉末調整GBで取り扱うMOX粉末量は約0.66kgPu以下で管理しており，未臨界
質量14.9kgPuに比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

 
（臨界に至るまでの流れ） 
 MOX粉末の粉末調整GBへバッグイン作業による挿入を，複数の運転員が現

場で，秤量器によるMOX粉末重量の測定及び在庫管理しないことにより，粉
末調整GBにMOX粉末を挿入し続ける。 

 粉末調整GBへのMOX粉末の挿入を150回（約74年間）繰り返すことで，未臨
界質量の14.9kgPuを超え，臨界に至る。 
 

（異常を検知する機能） 
 MOX粉末を取り扱うGBから微量のMOX粉末を収納したSUS容器を，事前に校

正した秤量器で，粉末調整ＧＢ内に挿入する前に複数の運転員により総重量
を測定する。【２名×150回】 

 MOX粉末を収納したSUS容器をバッグイン作業により粉末調整GBに挿入した
のち，複数の運転員により粉末調整GB内の秤量器でMOX粉末重量を測定す
るとともに，粉末調整GB内の在庫管理を実施する。【２名×150回】 

 運転員の巡視・点検により，粉末調整GB内のMOX粉末を収納した多数のSUS
缶を直接現場確認する。【２名×150回】 
 

j1990006
タイプライターテキスト
については商業機密の観点から公開できません。



○ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵設備の貯蔵ホールへの
ウラン・プルトニウム混合溶液のPu/U比間違いにおける

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵容器の貯蔵による臨界

（通常の管理） 
 硝酸プルトニウム貯槽の硝酸プルトニウム溶液（約250g/ℓ・Pu）と，硝酸ウラニ

ル貯槽の硝酸ウラニル溶液（約400g/ℓ・U）を，混合槽にてPu/U比約１：１に混合
調整し，ウラン・プルトニウム混合溶液（以下「混合溶液」という。）とする。

 混合調整した混合溶液は，Pu/U濃度比が1.5：1以下，Pu濃度が185g/ℓ以下で

あることを分析員及び運転員が確認するとともに，臨界施錠弁を解錠し，次工
程に移送する。

（異常を検知する機能） 
 混合調整した混合溶液は，Pu/U濃度比が1.5：1以下，Pu濃度が185g/ℓ以下で

あることを複数の分析員及び複数の運転員が確認する。【３人】

 混合槽に硝酸プルトニウム溶液のみを送液すると，硝酸プルトニウム貯槽の想
定を超える液位の低下及び硝酸ウラニル貯槽の液位が低下していないことを
運転員が確認する。【１名×３貯槽液位】

 硝酸プルトニウム溶液だけ計画より多量に送液することから，精製建屋の運転
員が移送計画と異なることを確認する。【１名】

 硝酸プルトニウム溶液が計画より多量に使用され，精製建屋の硝酸プルトニウ
ム溶液の精製が追いつかず，溶液が枯渇するため処理が継続できない。

 混合溶液及び粉末を取り扱う部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示値
の有意な変動を放管員が確認する。 【１名×36日】

（事象想定） 
 １回の混合操作で混合比を誤って調整した溶液を全てMOX粉末として混合酸

化物貯蔵容器に入れて貯蔵ホールへ収納しても臨界には至らない。一方，混
合槽に硝酸プルトニウム溶液のみを送液すると，硝酸プルトニウム貯槽の想定
を超える液位の低下及び硝酸ウラニル貯槽の液位が低下していないことで運
転員が異常に気付くとともに，気付かなかった場合でも硝酸プルトニウム貯槽
において硝酸プルトニウム溶液が不足することで脱硝処理運転が継続できなく
なることから，本事象においては臨界事故は発生しない。
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補足資料（１２） 

（通常の管理） 
 硝酸プルトニウム貯槽の硝酸プルトニウム溶液（約250g/ℓ・Pu）と，硝酸ウラニ

ル貯槽の硝酸ウラニル溶液（約400g/ℓ・U）を，混合槽にてPu/U比約１：１に混
合調整し，ウラン・プルトニウム混合溶液（以下「混合溶液」という。）とする。

 混合調整した混合溶液は，Pu/U濃度比が1.5：1以下，Pu濃度が185g/ℓ以下で

あることを分析員及び運転員が確認するとともに，臨界施錠弁を解錠し，次工
程に移送する。

（臨界に至るまでの流れ） 
 混合槽に硝酸プルトニウム溶液のみを送液することを６回繰り返す。 

 硝酸プルトニウム溶液のみで脱硝処理した粉末をウラン・プルトニウム混合酸
化物貯蔵容器（以下（貯蔵容器）という。）に収納し，貯蔵ホールへ貯蔵する。

 硝酸プルトニウム溶液のみで脱硝処理した粉末の貯蔵容器が貯蔵ホールに
44容器（約36日）貯蔵されることで，臨界に至る。

（異常を検知する機能）
 混合調整した混合溶液は，Pu/U濃度比が1.5：1以下，Pu濃度が185g/ℓ以下で

あることを複数の分析員及び複数の運転員が確認する。【６人×６回】 

 混合槽に硝酸プルトニウム溶液のみを送液すると，硝酸プルトニウム貯槽の
想定を超える液位の低下及び硝酸ウラニル貯槽の液位が低下していないこと
を運転員が確認する。【12回：１名×２貯槽液位×６回】 

 硝酸プルトニウム溶液だけ計画より多量に送液することから，精製建屋の運
転員が移送計画と異なることを確認する。【１名×６回】 

 硝酸プルトニウム溶液が計画より多量に使用され，精製建屋の硝酸プルトニ
ウム溶液の精製が追いつかず，溶液が枯渇するため処理が継続できない。 

 混合溶液及び粉末を取り扱う部屋に設置された中性子線エリアモニタの指示
値の有意な変動を放管員が確認する。 【１名×12回（混合溶液及び粉末を取
り扱う12部屋）】 

 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員及び放管員により確
認する。【108直】 



○ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵設備の貯蔵ホールへの
    MOX粉末の過充てんにおけるウラン・プルトニウム混合 

酸化物貯蔵容器の貯蔵による臨界 

（通常の管理） 
 混合機約36kgPuからMOX粉末を粉末缶１缶に約６kgPu充てんする。
 粉末充てん第１秤量器及び粉末充てん第２秤量器のMOX粉末の充てん重量

確認による粉末缶払出装置の起動条件信号を発するインターロック（安重：多
重化）により運転員が確認したのち，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵容
器（以下「貯蔵容器」という。）に粉末缶を３缶収納する。

 貯蔵容器１容器のMOX粉末量約18kgPu（粉末缶６kgPu×３缶）は，過充てんさ
れた貯蔵容器36容器に比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。

（異常を検知する機能） 
 多重化されたMOX粉末の充てん重量確認（粉末充てん第１秤量器及び粉末

充てん第２秤量器）による粉末缶払出装置の起動条件信号を発するインター
ロック【２系列】

 粉末缶へのMOX粉末の充てんは，規定時間のうちに充てん量が規定量に到
達することを運転員が確認，操作する。【１名×貯蔵容器36容器×粉末缶３缶
×秤量器２基】なお，過充てんにより混合機のMOX粉末がなくなることで，規

定時間のうちに粉末缶への充てん量が規定量に到達しないため，異常警報
が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まない。

 貯蔵容器への粉末缶の収納前に，運転員が秤量結果を確認する。【１名×２
系列】

（事象想定） 
 貯蔵容器への粉末缶の収納前に，多重化されたMOX粉末の充てん重量確認

による粉末缶払出装置の起動条件信号を発するインターロックにより，運転員
が確認する。さらに過充てんにより混合機のMOX粉末がなくなることで，規定

時間のうちに粉末缶への充てん量が規定量に到達しないため，異常警報が
発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まないから，本事象においては
臨界事故は発生しない。

混合気送 
固気分離機 

粉末缶 
払出装置 

粉末缶 

混合機 

第1秤量機 第2秤量機 貯蔵容器 

ロータリーフィーダ

充てん 

重量 

計測 

粉末充てん機 

充てん 

重量 

計測 

Z 
リミット 
スイッチ 

リミット 
スイッチ 

Z 

S 

M 

サンプリング 
ポイント 
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補足資料（１２） 

（通常の管理）
 混合機約36kgPuからMOX粉末を粉末缶１缶に約６kgPu充てんする。 
 粉末充てん第１秤量器及び粉末充てん第２秤量器のMOX粉末の充てん重量

確認による粉末缶払出装置の起動条件信号を発するインターロック（安重：多
重化）により運転員が確認したのち，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵容
器（以下「貯蔵容器」という。）に粉末缶を３本収納する。 

 貯蔵容器１容器のMOX粉末量約18kgPu（粉末缶６kgPu×３缶）は，過充てんさ
れた貯蔵容器44容器に比べ十分に少ないことから，臨界に至らない。 

（臨界に至るまでの流れ） 
 多重化された起動条件信号を発するインターロックが全て故障し，MOX粉末

が過充てんされた粉末缶の状態で，起動条件信号が発信され，貯蔵容器に
収納される。 

 MOX粉末が過充てんされた粉末缶を収納した貯蔵容器が，貯蔵ホールに36
容器（約30日）貯蔵されることで，臨界に至る。 

（異常を検知する機能） 
 貯蔵容器への粉末缶の収納前に，多重化されたMOX粉末の充てん重量確認

による粉末缶払出装置の起動条件信号を発するインターロックにより，運転員
が確認する。【１名×２系列】 

 粉末缶へのMOX粉末の充てんは，規定時間のうちに充てん量が規定量に到
達することを運転員が確認，操作する。【１名×貯蔵容器36容器×粉末缶３缶
×秤量器２器】なお，過充てんにより混合機のMOX粉末がなくなることで，規

定時間のうちに粉末缶への充てん量が規定量に到達しないため，異常警報
が発報するとともに充てんが停止し，次工程に進まない。 

 操作及び確認においては，直交代による複数の運転員により確認する。
【36直】 



凝縮液受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液

供給槽

分配設備 第１酸化塔 

第１脱ガス塔 

NOx 

空気 

抽
出
塔

核分裂生成物 

洗浄塔 

TBP洗浄塔 
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逆
抽
出
塔

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器
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NOx 

第2酸化塔 

第2脱ガス塔 

空気 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶

低濃度ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液 

受槽 

抽出廃液 

受槽 

抽出廃液 

中間貯槽 

HNO3

HAN 

HNO3 U4+

有機溶媒 

有機溶媒 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔

補助油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液

受槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液一時貯槽

油水分離槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶

供給槽
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ
濃縮液 

受槽 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

濃縮液

一時貯槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

濃縮液

計量槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

濃縮液

中間貯槽

ﾘｻｲｸﾙ槽

希釈槽 

硝酸ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 

貯槽 

ｳﾗﾝ逆抽出器

溶媒再生系へ 

逆抽出液 

TBP洗浄器 

希釈剤 

逆抽出液受槽 

HNO3

ｳﾗﾝ濃縮缶

供給槽 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

供給液受槽 

（第２酸回収系） 

プルトニウム連続移送の配管 
水相 

有機相 

凡例 

①プルトニウム精製塔セル

②放射性配管分岐第１セル等 ③プルトニウム濃縮缶供給槽
セル等

プルトニウムを含む溶液の漏えいによる臨界防止について 
補足資料（１３） 
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プルトニウム濃度が未臨界濃度を超える溶液を連続的に移送する配管が通過するセルに 
設置された漏えい液受皿の漏えい検知装置は、安全上重要な施設として設計している。 
配管からの溶液の漏えいと同時に漏えい検知装置（２系列）の機能喪失を想定した場合、 
溶液の漏えいが継続し、漏えい液の液厚が核的制限値（ mm）を超える可能性がある。 
以下では、漏えい液の液厚の制限値到達までの時間余裕の観点でより厳しくなるよう配管か 
らの全量漏えいを想定した場合の抽出プロセスの異常等による漏えい検知および漏えいの 
停止について示す。 

j1990006
テキストボックス
については商業機密の観点から公開できません。



抽出塔 

逆抽出塔 

核分裂生成物 
洗浄塔 

ウラン
洗浄塔

Ｌ Ｌ Ｌ 

Ｌ 

Ｌ 

Ｆ Ｆ 

Ｌ 

Ｆ Ｌ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｌ 

Ｆ 

Ｆ 

n n n 

n 

①プルトニウム精製塔セル

パルスカラムの液位計，界面計，中性子モニタ，
パルスカラム間に設置されている流量計測ポッ
トの流量計，バッファチューブの液位計，エアリ
フトポンプ供給圧縮空気流量等を監視している。
パルスカラム間の連続移送配管が破断した場
合，流量計測ポットの流量低警報が発報し，イ
ンターロック（以下「INT」とする）作動により工程

が停止することから，配管からの漏えいは停止
する。

以上のことから，プルトニウム精製塔セルの漏
えい液受皿は，臨界に至ることはない。 

対象
・プルトニウム精製塔セル漏えい液受皿
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ＩＮＴ 

ＩＮＴ 

ＩＮＴ 

ＩＮＴ 



A 

Ｆ Ｆ 

Ｌ Ｌ 

① 
②

核分裂生成物 
洗浄塔 

抽出塔 

破断箇所 検知手段 

① 流量計測ポット流量の低下 

①② バッファチューブの液位低下 

①② 中性子モニタの計数低下 

①②
エアリフトポンプ供給圧縮空
気流量の低下

①②③
流量計測ポット流量低警報
および工程停止インターロッ
ク 

①②③ バッファチューブの液位低下 

①②③
エアリフトポンプ供給圧縮空
気流量の低下

Ｌ Ｌ 

A 

臨界液厚になる前に警報および
工程停止インターロックにより移
送が停止することから臨界になら
ない 

ｎ ｎ 
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ＩＮＴ③

Pu精製塔セル 



TBP洗浄器 

第2酸化塔 

補助油水分離槽 

Ｆ 

Ｌ 

Ｌ 

n 

プルトニウム溶液受槽 

第2脱ガス塔 

②放射性配管分岐第１セル等 

対象 
・放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿１，２ 
・プルトニウム精製塔セル漏えい液受皿 
・プルトニウム濃縮缶供給槽セル漏えい液受皿 

補助油水分離槽への供給流量，TBP洗浄器の

中性子モニタ，プルトニウム溶液受槽の液位，
エアリフトポンプ供給圧縮空気流量等を監視し
ている。補助油水分離槽周りの配管が破断した
場合，上記の計装指示に変動が発生し，運転
員が工程停止を実施する。また，プルトニウム
溶液受槽への溶液供給が無くなることにより，
増液量低下警報が発報し，INT作動により工程

が停止することから，配管からの漏えいは停止
する。 
 

以上のことから，放射性配管分岐第１セルの漏
えい液受皿は，臨界に至ることはない。 
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Ｌ 

ＩＮＴ 



～
 

A 

破断箇所 検知手段 

① 
ウラン洗浄塔の液位 
（界面）低下 

① 
エアリフトポンプ供給圧縮空気
流量の低下 

①② 流量計測ポットの流量低下 

①②③ プライミングポットの液位低下 

①②③ 
エアリフトポンプ供給圧縮空気
流量の低下 

①②③④ バッファチューブの液位低下 

①②③④ 
エアリフトポンプ供給圧縮空気
流量の低下 

①②③ 
④⑤ 

シールポットの液位低下 

①②③ 
④⑤ 

エアリフトポンプ供給圧縮空気
流量の低下 

①②③ 
④⑤ 

シールポットの液位低下 

①②③ 
④⑤⑥ 

プルトニウム溶液受槽の増加量
低下警報および工程停止イン
ターロック 

① 

② 
Ｌ 

Ｌ Ｆ 

～
 

A 

A 

Ｆ 

③ 

ウラン洗浄塔 

補助油水分離槽 

TBP洗浄器 

第2酸化塔等 

Ｆ 

Ｌ 

Ｆ 
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Pu溶液受槽 

Ｌ 

ＩＮＴ 

⑤ 

④ 

⑥ 

臨界液厚になる前に警報および
工程停止インターロックにより移
送が停止することから臨界になら
ない 

Pu精製塔セル 放射性配管分岐第１セル 

Pu濃縮缶供給槽セル 



ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶

供給槽

Ｌ 

Ｌ 
Ｆ 

③プルトニウム濃縮缶供給槽セル等

対象
・プルトニウム濃縮缶供給槽セル漏えい液受皿
・油水分離槽セル漏えい液受皿
・放射性配管分岐第１セル漏えい液受皿２ プルトニウム濃縮缶の液位，供給ゲデオンの流

量，プルトニウム濃縮缶供給槽の液位の状況を
監視している。プルトニウム濃縮缶供給槽から
プルトニウム濃縮缶への連続移送配管が破断
した場合，上記の計装指示に変動が発生し，運
転員が工程停止を実施する。また，運転員が停
止を実施しなくとも，プルトニウム濃縮缶への溶
液供給が無くなることにより，プルトニウム濃縮
缶液位低警報が発報し，INT作動により自動で

プルトニウム濃縮缶および工程（移送機器）が
停止することから，配管からの漏えいは停止す
る。 

以上のことから，プルトニウム濃縮缶供給セル
等の漏えい液受皿は，臨界に至ることはない。 
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ＩＮＴ 



A 

A 

～ 

～ 

① 
② 

④ 

破断箇所 検知手段 

①②③④
⑤⑥

Ｐｕ濃縮缶液位低に伴う運転
停止 
（インターロック）

①②③
ゲデオンの停止 

（ポット液位低に伴うインター
ロック）

①②③
④⑤

Ｐｕ濃縮缶供給槽の減少量
の低下 

①②⑤⑥
Ｐｕ濃縮缶供給槽の減少量
の増加 

④⑤ ゲデオンの流量指示値減少 

⑥ ゲデオンの流量指示値増加 

約30分以内で工程停止 

⑤ 

⑥ 

Ｆ 

Ｌ 

Ｌ 

③ 

Ｐｕ濃縮缶供給槽 

Ｐｕ濃縮缶 

臨界液厚になる前にＰｕ濃縮缶
の加熱および工程（移送機器）
が自動停止することから臨界に
ならない 

Ｐｕ濃縮缶 
供給槽ゲデオン 

80 

ＩＮＴ 

油水分離槽セル 

Pu濃縮缶供給槽セル 

放射性配管分岐第１セル 



漏えい液受皿に対するカメラの設置について

漏えい液
検知計（安重）

漏えい箇所

ファイバースコープ等

パルスカラム

移送経路

集液部

ライト
ON/OFF

 漏えい検知計（安重）に加え、ファイバースコープ等を設け、漏えい検地手
段を多様化する。

 ファイバースコープ等により漏えい液受皿集液部の状態を目視確認できる。
 ライトのON/OFF し、その切り替えを映像で確認することで、ファイバース
コープ等が健全であることを確認できる。

モニタ
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１．地震発生時における再処理の停止フロー

地震発生

緊急停止系により
使用済燃料の再処理の

停止操作実施

安全系監視制御盤の機能喪失
又は加速度大による警報発報

・中央制御室の安全系監視制御盤
にて機能喪失又は加速度大によ
る警報の発報を確認

外部電源の遮断操作を実施

使用済燃料の再処理の停止

現場確認

・中央制御室にて緊急停止操作
スイッチの操作を実施

・当直員が開閉所にて受電開閉
設備の遮断器を開放

・地震時の対応として現場確認
を実施する。

≪確認・実施項目≫

※外部電源の遮断操作を実施後、施設の安全性が確認できた場合、外部電源を復旧させることがある。

※

補足資料（14）



中央制御室

各建屋

緊急停止操作スイッチを押下し、工
程制御盤(DCS)からの機器に対す

る出力信号を喪失させることにより
工程を停止する
⇒機器がフェイルセーフ状態となる

停止する機器の例

ヒータ
【加熱停止】

溶液移送ポンプ
【溶液移送停止】

弁
【溶液移送経路遮断】

２．緊急停止系系統概要図

（工程制御盤（DCS）が機能喪失

した場合は、工程制御盤
（DCS）からの機器動作指令信
号が喪失し工程が停止する。）
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具体的な対象箇所については、6.
及び7.を参照願います。



低レベル無塩
廃液受槽
（第１酸回収系）

相分離槽
（第１酸回収系）

第8一時貯留処理槽 第4一時貯留処理槽

第1一時貯留処理槽

第5一時貯留処理槽

第2一時貯留処理槽

第6一時貯留処理槽

第3一時貯留処理槽第7一時貯留処理槽

第9一時貯留処理槽 第10一時貯留処理槽

抽出塔，他

抽出廃液
供給槽，他

溶媒再生系，他 アルカリ廃液濃縮系，他 抽出廃液供給槽，他

分離建屋一時貯留処理設備

３．臨界事故の観点から基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設計
としている対象箇所と地震により移送が停止する箇所（セル内）

精製建屋一時貯留処理設備

低レベル無塩廃液
受槽（第２酸回収系）

相分離槽
（低レベル廃液
処理設備）

第1一時貯留処理槽 第3一時貯留処理槽

第2一時貯留処理槽 第4一時貯留処理槽

第7一時貯留処理槽

第5一時貯留処理槽

第１酸化塔，他

溶媒再生系

漏えい液受皿（セル単位で設置）

逆抽出塔

ｳﾗﾝ濃縮液

受槽

ｳﾗﾝ精製設備

ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ
水洗浄槽

せん断機

溶解槽

第1よう素

追出し槽

ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ

燃料せん断片

硝
酸

ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ
酸洗浄槽

ﾊ
ﾙ

ﾊﾙ洗浄槽

ﾊﾙ･ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽﾄﾞﾗﾑ

清澄機

NOx

抽出塔

第１洗浄塔

第2洗浄塔

補助抽出器 TBP洗浄器

有機溶媒

希釈剤

TBP洗浄塔

希釈剤

高レベル廃液処理設備へ

HNO3

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔

有機溶媒

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
分
配
塔

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ
洗浄器

ウラン逆抽出器

ｳﾗﾝ溶液

TBP洗浄器

希釈剤

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液
TBP洗浄器

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

精製設備

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液
受槽

NOx

燃料横転ｸﾚｰﾝ

第2よう素
追出し槽

中間

ポット
中
継
槽

ﾘｻｲｸﾙ
槽

計量前

中間貯槽

計量・

調整槽

計量補助槽

計量後

中間貯槽

溶解液

中間貯槽

溶解液

供給槽

有機溶媒

補助抽出廃
液受槽

抽出廃液
受槽

抽出廃液

中間貯槽

抽出廃液

供給槽

U4+

U4+HNO3 HNO3

HNO3

HNO3

溶媒再生系へ

希釈剤

ｳﾗﾝ濃縮缶

供給槽

ｳﾗﾝ濃縮缶

凝縮液受槽

ｳﾗﾝ濃縮缶

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液
中間貯槽

同位体組成管理 ・U-235≦1.6wt%
・Pu-240≧17wt% HNO3

NOx

使
用
済
燃
料

逆抽出液受槽

臨界事故の観点から基準地震動を1.2倍にした地震動
を考慮する設計としている箇所

凝縮液受槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液

供給槽

分配設備 第１酸化塔

第１脱ガス塔

NOx
空気

抽
出
塔

核分裂生成物

洗浄塔

TBP洗浄塔

希釈剤

逆
抽
出
塔

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ洗浄器

TBP洗浄器

希釈剤

NOx

第2酸化塔 第2脱ガス塔

空
気

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶

低濃度ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液

受槽

抽出廃液

受槽

抽出廃液

中間貯槽

酸回収設備へ

HNO3

HAN

HNO3
U4+

有機溶媒

有機溶媒

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔

補助油水分離槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液

受槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ溶液一時貯槽

油水分離槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ濃縮缶

供給槽 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ
濃縮液
受槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

濃縮液

一時貯槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

濃縮液

計量槽

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

濃縮液

中間貯槽

ﾘｻｲｸﾙ槽

希釈槽

硝酸ｳﾗﾆﾙ貯槽

硝酸ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ

貯槽 混合槽

定量ポット

中間ポット

脱硝装置

ｳﾗﾝ逆抽出器

溶媒再生系へ

逆抽出液

TBP洗浄器

希釈剤

逆抽出液受槽

一時貯槽

漏えい液

凝縮廃液

ろ過器

凝縮廃液

貯槽

凝縮廃液

受槽

Ｐｕ/Ｕ管理：
Pu／Ｕ≦1.5

HNO3

漏えい液受皿（セル単位で設置）

ｳﾗﾝ濃縮缶

供給槽

供給液受槽
（第２酸回収系）

供給液受槽
（第２酸回収系）

ウラン精製設備より

漏えい液受皿（セル単位で設置）

脱硝皿

取扱装置

●

●

●

●
●

●
●●●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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●
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●
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●

●
● ● ● ●

●

●

●

●

●
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●

●

●
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●

●
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●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

● ●
●

●

●

●

地震にて移送を停止する箇所

●

●

●

●

●

●

●

●

●

● 上流の機器の停止により移送が停止する箇所

●

●

●

●

●

●

●
●

● ●●●

● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
凝縮廃液
ろ過器廃液
払出槽

●

●

●
●

●

●

●

●
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充てん台車 貯蔵容器搬送台車
他

硝酸ｳﾗﾆﾙ
貯槽

硝酸ｳﾗﾆﾙ
供給槽

濃縮缶

濃縮液受槽

脱硝塔

UO3溶解槽 規格外製品容器

規格外製品
受槽

シール槽

UO3受槽

ウラン酸化物
貯蔵容器

貯蔵容器ｸﾚｰﾝ

貯蔵
バスケット

バスケット搬送台車

貯蔵バスケット
貯蔵エリア

移載クレーン
他

ウラン
精製設備

凝縮液
受槽

抽出操作
ボックス

抽出残液
受槽

抽出液
受槽

濃縮液
供給槽

濃縮操作
ボックス

濃縮液
受槽分析済溶液

供給槽
分析済溶液
受槽

分析設備

燃焼度計測前燃料

仮置きラック

燃焼度計測装置

燃焼度計測後燃料

仮置きラック

燃料取出し装置 燃料取扱装置

燃料貯蔵ラック

（低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック）

（低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック）

（高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック）

（高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック）

燃料移送水中台車

バスケット

（BWR燃料用バスケット）

（PWR燃料用バスケット）

燃料供給
設備

使用済燃料受入・貯蔵施設

ウラン脱硝施設
ウラン酸化物貯蔵施設

分析施設

セル外

セル外

凝縮廃液
受槽

保管ピット

保管容器移動装置

保管昇降機

充てん台車 搬送台車

硝酸ｳﾗﾆﾙ
貯槽

硝酸ﾌﾟﾙﾄ
ﾆｳﾑ貯槽

混合槽

凝縮廃液
ろ過器廃液
払出槽

脱硝装置

定量ポット

中間ポット

脱硝皿
取扱装置

固気分離器

粉末
ﾎｯﾊﾟ

固気分離器

粉末
ﾎｯﾊﾟ

焙焼炉 還元炉

粉末
ﾎｯﾊﾟ

粉末
ﾎｯﾊﾟ

粉砕機

保管容器

粉末缶

固気分離器

混合機

粉末
充てん機

混合酸化物貯蔵容器

貯蔵ホール

貯蔵容器台車
他

ウラン
精製設備

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ
精製設備

粉末缶
払出装置

粉末充てん
第1秤量器

ウラン・プルトニウム混合脱硝施設
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵施設

セル外

粉末充てん
第2秤量器

バスケット仮置き架台（実入り）

貯蔵ホール

臨界事故の観点から
基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設計としている箇所

● 地震にて移送を停止する箇所

●

●

● ● ●

●

●

●

●

●

４．臨界事故の観点から基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設計
としている対象箇所と地震により移送が停止する箇所（セル外）

● 上流の機器の停止により移送が停止する箇所

●

●

●

●

●

● ●

●

●

●

●
●

●

●
凝縮廃液
ろ過器

●

● ●

● ● ●

●

●

●

●

●

●

● ●

●

●

●
●

●

●
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(c)動的機器の機能喪失または誤操作 参考資料

設備・機器 事象 起因事象
さらに想定する機能喪失
(主要な臨界防止機能)

時間余裕 異常の検知 事故想定 想定根拠 分類

溶解設備
溶解槽A、B
(c-1)

燃料せん断
片の過装荷

①燃料送り出し装置におけ
る燃料送り出し長さの制御
の異常

②燃料せん断長位置異常警
報及びせん断停止回路（安
重）：２系列の故障

40分

③運転員がせん断開始前の燃料長確認：１回
④運転員が燃料せん断長指示値（安重）でせん
断終了長さを確認（１バケットあたり１回、２系列
の指示値確認）：２回

○

主要な臨界防止機能（安重のインターロック等）の喪
失想定後から臨界に至るまでの時間余裕が短く、運
転員の監視等による異常の検知および異常の進展防
止措置が期待できないことから、臨界事故を想定す
る。

－

ＵＯ３受槽
(c-15)

ＵＯ３粉末
の漏えい

①充てん台車等のウラン酸
化物貯蔵容器を搬送する機
器が定位置で停止しない場
合の異常警報および自動運
転の停止の異常

②ウラン酸化物粉末自動充て
ん装置の起動条件信号（容器
の接続状態の確認）を発する
インターロック（安重）：２系列

1日

③運転員の間接目視によるウラン酸化物貯蔵
容器の接続状態の確認：１名×５回（充てん開
始の都度確認）
④ウラン酸化物貯蔵建屋への搬出前のウラン
酸化物貯蔵容器の汚染検査の確認（確認完了
操作をもって次の工程へ移行）：２名×２回（貯
蔵容器２本充てん完了時に確認）
⑤ウラン粉末をウラン酸化物貯蔵容器へ充てん
する部屋に設置されたα線ダストモニタ等の指
示値の確認：１回

×

ウラン酸化物貯蔵容器１本へ充てんする核燃料物質
（粉末）の全量を漏えいしても臨界には至らず、漏えい
（容器汚染）のないことを確認して次の工程へ移行す
る。さらに核燃料物質の漏えいにより、次の充てんを
行うための容器の設置ができないことから、臨界事故
を想定する必要はない。

（イ）

精製建屋一
時貯留処理
設備
第５一時貯
留処理槽
(c-11)

未臨界濃度
を超える硝
酸プルトニ
ウム溶液の
誤移送

①溶液の移送指における移
送先の選択誤り

②逐次並行分析によるプルト
ニウム濃度の確認：２回
③溶液中のプルトニウム濃度
の分析結果の確認：３名

移送時間
程度

なし（左記の想定によると移送時間内に誤りに
気付くことはできない）

○

臨界を防止する機能（臨界施錠弁の開錠における確
認）の喪失想定後から臨界に至るまでの時間余裕が
短く、運転員の監視等による異常の検知および異常
の進展防止措置が期待できないことから、臨界事故を
想定する。

－

分離建屋一
時貯留処理
設備
第３一時貯
留処理槽
(C-7)

移送経路外
の核燃料物
質を内包す
る機器への
アルカリ性
廃液誤移送

④洗浄で使用する経路外へ
溶液の移送を禁止する措置
（移送機器の施錠管理）の
失敗

③アルカリ洗浄計画の策定
（核燃料物質の排出完了の確
認を含む）
⑤酸洗浄後の廃液中にプルト
ニウムが有意量以下であるこ
との分析による確認
⑥純水洗浄後の廃液中にプ
ルトニウムが有意量以下であ
ることの分析による確認

1週間程
度

①Pu/FPフラッシュアウトでのプルトニウムが有
意量以下であることの確認
②のドレイニング時におけるプルトニウムが有
意量以下であることの分析による確認
③アルカリ洗浄計画の策定（核燃料物質の排出
完了の確認を含む）

×

アルカリ洗浄前の操作において移送先機器からプルト
ニウムを排出し，その結果を運転員以外の複数の要
員が確認するとともに，多数の人員（数臨界防止に係
る確認等の述べ人数：96人）及び直の交替による同一
ではない複数の確認者が、臨界事故発生防止の操作
等に従事するため、臨界発生前に異常に気がつくこと
ができることから、臨界事故を想定する必要はない。

（ホ）

(d)静的機器の損傷および漏えい検知機能の喪失

設備・機器 事象 共通想定条件 さらに想定する機能喪失 時間余裕 異常の検知 事故想定 想定根拠 分類

プルトニウ
ム精製設備
プルトニウ
ム精製塔セ
ル漏えい液
受皿
(d-1)

未臨界濃度
を超える硝
酸プルトニ
ウム溶液の
漏えい

単一の配管破断＋回収系
の単一故障（配管からの漏
えい）を想定する。

①漏えい検知装置（安重）：２
系列の故障

20時間

②運転員による漏えい検知装置の指示値の確
認：１０回（２時間毎）
③運転員によるプロセスパラメータの監視：１0
回（２時間毎）
③工程停止のインターロック：１セット
④間接目視（カメラ等）を用いた運転員による漏
えい液受皿の集液部の溶液の有無の確認：10
回

×

通常漏えい時は、インターロックの作動により工程が
自動的に停止することから、臨界となる液位に達する
までの時間余裕内に十分漏えいを停止できる。
少量漏えい時は、複数の運転員が間接目視（カメラ
等）により漏えい液受皿の集液部の溶液の有無の確
認し工程を停止することにより、臨界となる液位に達
するまでの時間余裕内に十分漏えいを停止できる。
以上のことから、臨界事故を想定する必要はない。

（イ）
（ロ）
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